
新上五島町第３次行財政改革実施計画書

令和３年１０月

新上五島町

（ 平成２８年度～令和２年度 実績 ）



新上五島町第３次行財政改革実施計画について 

 
 

  

行財政改革実施計画は、平成２８年３月１日に策定した「第３次行財政改革大綱」に掲げ

る５つの基本方針及び１６の重点項目について、その具体的な取り組みやスケジュール及び

目標を明らかにするために策定したものです。 

この計画に基づく取り組みを着実に推進し、町民の皆様が満足する行政サービスを提供で

きるよう効率的な執行体制を確立するとともに、将来にわたって持続可能な財政運営の基盤

を構築していきます。 

 

 

  

計画期間 平成２８年度～令和２年度（５年間） 

取組内容 次の５つの基本方針に基づく４３項目に取り組むこととしており、計画期間中

における効果額は合計で約１７億円を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３次行財政改革で取り組む４３項目のうち、５ヶ年度の計画で達成３６件、未達成１２

件となりました。（徴収率項目が６件あるため取組合計４８件） 

実績効果額は２２．６億円であり、５ヶ年度計画の１７．２億円を５．４億円上回り、全

体計画を３１％上回りました。 

これは、人件費の削減、町債の繰上償還、遊休町有財産等の積極的処分などによるもので

す。 

また、未達成の取組としては、ふるさと納税の推進、時間外勤務の縮減、水道未収金対策

の推進などであります。 

 

 

  

実施計画については、令和２年度で終了となりますが、令和３年度からは「新上五島町行

財政改革推進プラン」に基づき、引き続き、行財政改革の推進に取り組みます。 

基    本    方    針 取組件数 

１ 財政運営の適正化 ２２ 

２ 人材の育成   ３ 

３ 事務事業の見直し等   ７ 

４ 組織機構の見直しと定員管理の適正化等   ５ 

５ 町民との協働に向けた環境づくり   ６ 

合    計  ４３ 

２．第３次行財政改革実施計画の概要 

 

３．令和２年度までの取組状況 

１．行財政改革実施計画策定の趣旨 

４．今後の取り組み 
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歳入効果額 歳出効果額

1 Ｒ２ 財政課

2 Ｒ２ 財政課

3 Ｒ２ 財政課

4 Ｒ２ 889,168 総務課

5 Ｒ２ 4,500 財産管理課

6 Ｈ29 1,376 総務課

7 Ｒ２ 財政課

8 Ｒ２ 財政課

9 Ｒ２ 0 財政課

10 Ｒ２ 財政課

11 Ｒ２ 333,794 財政課

12 Ｒ２ 14,175 水道課

13 Ｒ２ 0 水道課

14 Ｒ２ 16,605 水道課

15 Ｒ２ 2,500 水道課

16 Ｒ２ 0 健康保険課
若松・新魚目診療所

17 Ｒ２ 0 税務課

町税 Ｒ２ 17,660 税務課

国民健康保険税 Ｒ２ 10,107 健康保険課

介護保険料 Ｒ２ 4,949 健康保険課

保育料 Ｒ２ 5,044 福祉課

公営住宅使用料 Ｒ２ 2,662 建設課

給食費・奨学金 Ｒ２ 0
学校教育課

学校給食ｾﾝﾀｰ

19 Ｒ２ 290,000 観光商工課

20 Ｒ２ 財政課

21 Ｒ２ 70,000 財産管理課

22 H30 2,400 財産管理課

Ⅰ－1
財政の健全運営

Ⅰ－２
歳出削減
に向けた
取り組み

Ⅰ－３
歳入確保
のための
取り組み

取組
番号

18

受益者負担の原則、原価主義による使
用料・手数料の見直し

遊休町有財産等の積極的処分

自動販売機設置の一般競争入札の実施

管理運営費の削減

ＯＡ機器・サーバー等の費用削減

補助金の見直し

負担金の見直し

投資的経費の抑制

町債の新規発行の上限設定

町債の繰上償還の実施

給水施設等の本庁集中管理

水道未収金対策の推進

水道事業収支改善方策の検討

診療所の経営健全化

課税客体の的確な把握

徴収率の目標
設定と効果的
な滞納整理

ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）
のＰＲ推進

第３次行財政改革実施計画・取組一覧 （単位：千円）

計画効果額（５年間）
担当課重点項目 取組項目

目標
年度

水道有収率向上の取り組み

財政運営適正化計画の見直し

財政の健全運営

財政運営状況の公表

人件費の削減
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歳入効果額 歳出効果額

取組
番号

第３次行財政改革実施計画・取組一覧 （単位：千円）

計画効果額（５年間）
担当課重点項目 取組項目

目標
年度

23 Ｒ２ 総務課

24 H28 総務課

Ⅱ－２
人事評価制度の導入

25 Ｒ２ 総務課

Ⅲ－１
事業評価制度の見直し

26 Ｒ２ 総合政策課

27 Ｒ２
総務課

各関係課

28 Ｒ２
総務課

各関係課

29 H28 財産管理課

30 Ｒ２ 53,291
学校教育課

水産課・福祉課

31 Ｒ２ 総務課

32 Ｒ２
総務課

各関係課

Ⅳ－１
組織機構の見直し

33 Ｒ２ 総務課

34 Ｒ２ 総務課

35 Ｒ２ 総務課

Ⅳ－３
給与の適正化

36 Ｒ２ 総務課

Ⅳ－４
時間外勤務手当の削減

37 Ｒ２ 2,345 総務課

38 Ｒ２ 総合政策課

39 Ｒ２
総務課

各関係課

40 Ｒ２ 810 建設課

41 Ｒ２ 総合政策課

42 Ｒ２ 総合政策課

Ⅴ－３
公正の確保と透明性の向上

43 H29
総務課

各関係課

合計 419,427 1,301,959 1,721,386

Ⅲ－４
事務改善

Ⅳ－２
定員管理の適正化

Ⅴ－１
町民参画の推進

Ⅴ－２
町民活動の支援

Ⅱ－１
人材育成の推進

Ⅲ－２
民間委託の推進

Ⅲ－３
公共施設等総合
管理計画の策定

業務効率化による時間外勤務の削減

パブリックコメントの実施

各種審議会等への公募委員の募集

アダプト・プログラムの推進

地域のコミュニティ活動やボランティ
ア団体等の支援

事務改善の推進

業務マニュアルの整備

組織機構の見直し

定員管理の適正化による職員数削減

多様な人材の活用と適正配置

人事院勧告に基づく給与水準の見直し

事業評価制度の見直し

委託内容の見直し

公共施設等総合管理計画の策定

協働のまちづくりの推進

施設管理運営の効率化

情報公開の推進

職場内研修の活性化

民間委託の推進

人事評価制度の導入

職員の意識改革
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Ｒ２

達成 歳入効果額 歳出効果額 歳入効果額 歳出効果額

状況 （千円） （千円） （千円） （千円）

1 Ｒ２ ○ 財政課

2 Ｒ２ ○ 財政課

3 Ｒ２ ○ 財政課

4 Ｒ２ ○ 889,168 956,416 総務課

5 Ｒ２ ○ 4,500 8,825 財産管理課

6 Ｈ29 ○ 1,376 13,482 総務課

7 Ｒ２ ○ 財政課

8 Ｒ２ × 財政課

9 Ｒ２ ○ 0 153,775 財政課

10 Ｒ２ ○ 財政課

11 Ｒ２ ○ 333,794 406,022 財政課

12 Ｒ２ × 14,175 4,582 水道課

13 Ｒ２ ○ 0 7,315 水道課

14 Ｒ２ × 16,605 6,987 水道課

15 Ｒ２ ○ 2,500 2,510 水道課

16 Ｒ２ ○ 0 185,437 健康保険課
若松・新魚目診療所

17 Ｒ２ ○ 0 2,097 税務課

町税 Ｒ２ ○ 17,660 58,171 税務課

国民健康保険税 Ｒ２ × 10,107 4,550 健康保険課

介護保険料 Ｒ２ × 4,949 3,551 健康保険課

保育料 Ｒ２ × 5,044 716 福祉課

公営住宅使用料 Ｒ２ × 2,662 1,490 建設課

給食費・奨学金 Ｒ２ ○ 0 9,084
学校教育課

学校給食ｾﾝﾀｰ

19 Ｒ２ × 290,000 160,770 観光商工課

20 Ｒ２ ○ 財政課

21 Ｒ２ ○ 70,000 146,945 財産管理課

22 H30 ○ 2,400 4,163 財産管理課

第３次行財政改革実施計画・効果額（Ｈ２８～Ｒ２年度実績）

重点項目
取組
番号

取組項目
目標
年度

担当課

Ⅰ－1
財政の健全運営

財政運営適正化計画の見直し

財政の健全運営

財政運営状況の公表

Ⅰ－２
歳出削減
に向けた
取り組み

人件費の削減

管理運営費の削減

ＯＡ機器・サーバー等の費用削減

補助金の見直し

負担金の見直し

診療所の経営健全化

投資的経費の抑制

町債の新規発行の上限設定

町債の繰上償還の実施

水道有収率向上の取り組み

給水施設等の本庁集中管理

Ⅰ－３
歳入確保
のための
取り組み

課税客体の的確な把握

18
徴収率の目標
設定と効果的
な滞納整理

ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）
のＰＲ推進

受益者負担の原則、原価主義による使
用料・手数料の見直し

遊休町有財産等の積極的処分

水道未収金対策の推進

Ｈ２８～Ｒ２計画 Ｈ２８～Ｒ２実績

水道事業収支改善方策の検討

自動販売機設置の一般競争入札の実施
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Ｒ２

達成 歳入効果額 歳出効果額 歳入効果額 歳出効果額

状況 （千円） （千円） （千円） （千円）

第３次行財政改革実施計画・効果額（Ｈ２８～Ｒ２年度実績）

重点項目
取組
番号

取組項目
目標
年度

担当課

Ｈ２８～Ｒ２計画 Ｈ２８～Ｒ２実績

23 Ｒ２ ○ 総務課

24 H28 ○ 総務課

Ⅱ－２
人事評価制度の導入

25 Ｒ２ ○ 総務課

Ⅲ－１
事業評価制度の見直し

26 Ｒ２ ○ 総合政策課

27 Ｒ２ ○
総務課

各関係課

28 Ｒ２ ○
総務課

各関係課

29 H28 ○ 財産管理課

30 Ｒ２ ○ 53,291 153,505
学校教育課

水産課・福祉課

31 Ｒ２ ○ 総務課

32 Ｒ２ ○
総務課

各関係課

Ⅳ－１
組織機構の見直し

33 Ｒ２ ○ 総務課

34 Ｒ２ × 総務課

35 Ｒ２ ○ 総務課

Ⅳ－３
給与の適正化

36 Ｒ２ ○ 総務課

Ⅳ－４
時間外勤務手当の削減

37 Ｒ２ × 2,345 △ 32,816 総務課

38 Ｒ２ ○ 総合政策課

39 Ｒ２ ○
総務課

各関係課

40 Ｒ２ ○ 810 865 建設課

41 Ｒ２ × 総合政策課

42 Ｒ２ × 総合政策課

Ⅴ－３
公正の確保と透明性の向上

43 H29 ○
総務課

各関係課

419,427 1,301,959 398,524 1,859,918

Ⅱ－１
人材育成の推進

職場内研修の活性化

職員の意識改革

Ⅲ－３
公共施設等総合
管理計画の策定

公共施設等総合管理計画の策定

施設管理運営の効率化

Ⅲ－２
民間委託の推進

民間委託の推進

委託内容の見直し

Ⅴ－１
町民参画の推進

パブリックコメントの実施

各種審議会等への公募委員の募集

アダプト・プログラムの推進

Ⅲ－４
事務改善

事務改善の推進

業務マニュアルの整備

Ⅳ－２
定員管理の適正化

定員管理の適正化による職員数削減

多様な人材の活用と適正配置

人事院勧告に基づく給与水準の見直し

業務効率化による時間外勤務の削減

Ⅴ－２
町民活動の支援

地域のコミュニティ活動やボランティ
ア団体等の支援

協働のまちづくりの推進

情報公開の推進

合計

1,721,386 2,258,442

人事評価制度の導入

事業評価制度の見直し

組織機構の見直し
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H２８ H２９ H３０ Ｒ１ Ｒ２ 計 H２８ H２９ H３０ Ｒ１ Ｒ２ 計

59,776 97,136 179,328 231,632 321,296 889,168

97,136 127,024 171,856 261,520 298,880 956,416

300 600 900 1,200 1,500 4,500

314 △ 3,219 5,296 3,424 3,010 8,825

1,376 1,376

12,190 1,115 177 0 0 13,482

0 0 0 0 0 0

△ 20,236 15,491 4,543 39,501 114,476 153,775

113,633 84,542 58,703 45,774 31,142 333,794

143,616 117,344 68,146 45,774 31,142 406,022

2,835 2,835 2,835 2,835 2,835 14,175

1,065 939 △ 6 691 1,893 4,582

0 0 0 0 0 0

1,314 1,566 1,568 1,565 1,302 7,315

3,321 3,321 3,321 3,321 3,321 16,605

△ 3,702 2,352 △ 53 2,596 5,794 6,987

500 500 500 500 500 2,500

59 322 562 763 804 2,510

0 0 0 0 0 0

44,876 55,327 23,164 28,694 33,376 185,437

0 0 0 0 0 0

865 149 414 380 289 2,097

3,841 3,671 3,468 3,380 3,300 17,660

11,320 8,506 7,310 14,224 16,811 58,171

2,055 2,039 2,021 2,004 1,988 10,107

2,390 △ 1,540 △ 3,601 411 6,890 4,550

1,025 1,007 990 972 955 4,949

△ 669 △ 603 849 1,425 2,549 3,551

1,028 1,014 1,005 1,001 996 5,044

202 377 233 99 △ 195 716

538 535 532 530 527 2,662

△ 300 △ 492 788 382 1,112 1,490

0 0 0 0 0 0

2,498 1,678 745 2,154 2,009 9,084

46,400 52,200 58,000 63,800 69,600 290,000

32,809 24,699 37,515 31,243 34,504 160,770

14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 70,000

16,963 5,572 7,756 102,310 14,344 146,945

0 0 800 800 800 2,400

0 603 1,215 1,206 1,139 4,163

10,365 12,922 4,473 24,337 1,194 53,291

24,589 34,031 25,252 32,807 36,826 153,505

469 469 469 469 469 2,345

△ 5,810 △ 6,441 △ 5,294 △ 9,508 △ 5,763 △ 32,816

0 54 108 162 216 270 810

0 74 38 110 272 371 865

72,208 77,787 84,137 89,808 95,487 419,427 187,932 200,488 247,370 306,963 359,206 1,301,959

62,376 41,301 53,171 156,430 85,246 398,524 299,187 343,537 295,374 405,503 516,317 1,859,918

260,140 278,275 331,507 396,771 454,693 1,721,386

361,563 384,838 348,545 561,933 601,563 2,258,442

合　　　　　　　計

※計画又は実績に効果額がある取り組みのみ表示 歳入歳出効果額　計画合計

歳入歳出効果額　実績合計

40 アダプト・プログラムの推進 建設課

37
業務効率化による時間外勤務の削
減

総務課

30 施設管理運営の効率化
学校教育課

水産課
福祉課

21 遊休町有財産等の積極的処分 財産管理課

22
自動販売機設置の一般競争入札
の実施

財産管理課

19
ふるさと応援寄附金（ふるさと納
税）のＰＲ推進

観光商工課

18
徴収率の目標設定と効果的な滞納
整理（給食費・奨学金）

学校教育課
学校給食ｾﾝﾀｰ

18
徴収率の目標設定と効果的な滞納
整理（保育料）

福祉課

18
徴収率の目標設定と効果的な滞納
整理（公営住宅使用料）

建設課

18
徴収率の目標設定と効果的な滞納
整理（国民健康保険税）

健康保険課

18
徴収率の目標設定と効果的な滞納
整理（介護保険料）

健康保険課

17 課税客体の的確な把握 税務課

18
徴収率の目標設定と効果的な滞納
整理（町税）

税務課

15 水道事業収支改善方策の検討 水道課

16 診療所の経営健全化
健康保険課
若松診療所

新魚目診療所

13 給水施設等の本庁集中管理 水道課

14 水道未収金対策の推進 水道課

11 町債の繰上償還の実施 財政課

12 水道有収率向上の取り組み 水道課

9 投資的経費の抑制 財政課

5 管理運営費の削減 財産管理課

6 ＯＡ機器・サーバー等の費用削減 総務課

4 人件費の削減 総務課

第３次行財政改革実施計画・効果額表
上段計画、下段実績　（単位：千円）

取組
番号 取組項目

歳入効果額 歳出効果額
担当課

6



新
上

五
島

町
行

財
政

改
革

関
係

計
画

進
捗

状
況

・
財

政
分

析
指

標
一

覧
H

1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

・行
財

政
改

革
推

進
委

員
会

答
申

(H
17

.1
1)

・
行

財
政

改
革

推
進

委
員

会
答

申
(H

2
2
.1

2
)

・行
財

政
改

革
推

進
委

員
会

答
申

(H
27

.1
1)

・
行

財
政

改
革

大
綱

（
H

1
7
.1

2
）

・
第

２
次

行
財

政
改

革
大

綱
（
H

2
3
.3

）
・
第

３
次

行
財

政
改

革
大

綱
（
H

2
8
.3

）

2
.6

2
.8

3
.3

3
.9

4
.6

計
画

3
.6

3
.9

3
.5

5
.6

6
.0

実
績

△
10

％
△

30
%

△
50

％
△

70
％

△
90

％
　

⇒
▲

約
7
.4

億
円

見
込

（人
口

減
要

素
除

く
）

↓
目

標
5
8
7

5
7
6

5
6
3

5
4
8

5
2
7

4
8
5

4
7
5

4
6
1

4
4
7

4
2
5

4
0
0

3
9
5

3
8
4

3
7
7

3
6
5

3
5
4

5
9
1

5
8
3

5
6
0

5
3
8

5
1
3

4
9
3

4
8
3

4
7
3

4
5
2

4
3
3

4
0
8

3
9
5

3
9
1

3
8
5

3
7
3

3
6
8

3
5
5

※
町

長
、

副
町

長
、

教
育

長
を

除
く

⇒

■
財

政
分

析
指

標
な

ど
財

政
運

営
適

正
化

計
画

見
直

し
（
H

2
7
.1

1
）

第
2
次

財
政

運
営

適
正

化
計

画
（
R

1
.1

2
） （

単
位

：百
万

円
、

％
）

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
１

R
2

1
8
,2

2
2

1
6
,5

0
3

1
7
,3

5
2

1
7
,0

0
9

1
9
,6

4
9

1
9
,1

7
0

1
8
,4

1
6

1
7
,8

5
1

1
9
,0

8
9

1
8
,1

5
7

1
7
,8

0
9

1
7
,3

5
5

1
6
,7

6
2

1
6
,7

7
9

1
6
,8

8
4

2
1
,1

7
9

9
,7

3
0

9
,4

7
0

9
,6

2
7

1
0
,0

2
6

1
0
,4

6
6

1
0
,9

3
3

1
0
,3

1
5

1
0
,2

5
3

1
0
,1

6
4

1
0
,0

9
7

1
0
,1

1
9

9
,5

7
4

9
,1

0
2

8
,9

1
4

8
,6

3
3

8
,7

3
9

0
.2

4
0
.2

7
0
.2

9
0
.2

9
0
.2

8
0
.2

7
0
.2

8
0
.2

7
0
.2

7
0
.2

6
0
.2

5
0
.2

4
0
.2

4
0
.2

4
0
.2

3
0
.2

3
9
8
.1

%
9
8
.1

%
9
4
.7

%
9
5
.9

%
9
2
.1

%
8
7
.7

%
8
9
.7

%
9
3
.1

%
8
8
.4

%
8
5
.0

%
8
0
.9

8
0
.6

8
1
.4

8
1
.2

8
1
.3

7
8
.3

3
7
,7

0
4

3
5
,8

8
9

3
4
,3

7
2

3
2
,1

1
7

3
0
,6

9
3

2
9
,0

6
7

2
7
,6

2
7

2
6
,5

2
5

2
5
,4

0
9

2
4
,4

1
7

2
3
,2

1
5

2
1
,5

7
8

2
0
,2

9
7

1
9
,5

2
6

1
9
,1

3
7

1
9
,4

5
7

1
,7

0
1

1
,8

1
1

2
,8

2
2

3
,0

8
9

3
,6

7
9

4
,4

9
1

4
,7

3
1

5
,5

0
0

6
,1

9
4

7
,2

0
9

8
,5

3
6

8
,7

3
9

9
,2

7
4

9
,8

7
1

1
0
,1

0
2

1
0
,4

8
8

1
7
.6

%
1
7
.9

%
1
7
.2

%
1
6
.6

%
1
6
.1

%
1
5
.1

%
1
3
.6

%
1
2
.7

%
1
1
.8

%
1
0
.2

%
7
.9

%
5
.7

%
3
.9

%
2
.7

%
2
.1

%
2
.1

%
－

－
1
8
5
.3

%
1
5
8
.6

%
1
3
1
.3

%
9
6
.2

%
7
5
.9

%
5
2
.2

%
4
3
.0

%
1
8
.1

%
－

－
－

－
－

－
決

算
←

（
歳

入
3
.4

、
歳

出
2
1
.3

）

年
度

新
町

建
設

計
画

（
H

1
5
.1

策
定

）
５

年
延

長
（
H

2
6
.9

変
更

）

H
1
6
.8

合
併

総
合

計
画

第
２

次
総

合
計

画

ま
ち

・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

総
合

戦
略

（
歳

入
7
.9

、
歳

出
1
4
4
.7

）

５
年

延
長

（
R

1
.1

2
変

更
）

第
２

期
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

総
合

戦
略

行
財

政
改

革
実

施
計

画
第

２
次

行
財

政
改

革
実

施
計

画
第

３
次

行
財

政
改

革
実

施
計

画
実

績
効

果
額

2
4
.7

億
円

実
績

効
果

額
1
5
2
.7

億
円

財
政

健
全

化
計

画
財

政
運

営
適

正
化

計
画

収
支

計
画

（
H

2
5
.8

見
直

し
：
合

併
特

例
債

等
）
（
H

2
7
.1

1
見

直
し

：
交

付
税

復
元

等
）

普
通

交
付

税
合

算
額

が
保

証
さ

れ
る

期
間

（
１

０
年

）
段

階
的

縮
減

期
間

一
本

算
定

（
当

初
見

込
▲

2
4
.6

億
円

）

年
度

摘
　

　
　

　
　

要

職
員

数
（
4
月

1
日

）
定

員
適

正
化

計
画

第
２

次
定

員
適

正
化

計
画

第
３

次
定

員
適

正
化

計
画

計
画

実
績

民
間

委
託

等
推

進
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
（H

18
.1

0）
事

務
事

業
・業

務
見

直
し

推
進

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

（
H

21
.4

）
事

務
事

業
・
業

務
見

直
し

行
動

計
画

(効
果

2
.8

億
円

)

公
共

施
設

見
直

し
基

本
方

針
（
H

2
0
.1

2
）
⇒

公
共

施
設

見
直

し
実

施
計

画
(効

果
1
.5

億
円

)
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

（
～

H
3
8
(１

０
年

間
）
）

地
方

債
残

高
標

準
財

政
規

模
の

２
倍

超
⇒

財
政

運
営

支
障

普
通

会
計

歳
出

一
般

会
計

+
診

療
所

+
海

洋
青

少
年

地
方

交
付

税
臨

時
財

政
対

策
債

を
含

む

財
政

力
指

数
一

般
財

源
独

自
調

達
率

　
１

未
満

＝
交

付
税

措
置

経
常

収
支

比
率

財
政

の
弾

力
性

　
8
5
%
超

ゆ
と

り
な

し

将
来

負
担

比
率

実
質

的
負

債
合

算
。

35
0%

以
上

早
期

健
全

化
基

準

基
金

残
高

財
政

調
整

+
減

債
+
特

定
目

的

実
質

公
債

費
比

率
2
5
%
以

上
早

期
健

全
化

基
準

7



目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

財
政

課

 

Ｒ
2

財
政

課

 
○

財
政

運
営

適
正

化
計

画
で

定
め

た
実

質
公

債
費

比
率

　
、

町
債

残
高

、
基

金
残

高
の

目
標

数
値

を
順

守
し

、
　

財
政

健
全

化
に

努
め

た
。

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

財
政

の
健

全
運

営
2

◇
 財

政
運

営
適

正
化

計
画

を
順

守
し

、
財

政
の

健
全

運
営

　
 に

取
り

組
む

。

1
財

政
運

営
適

正
化

計
画

の
見

直
し

◇
 長

期
的

な
視

点
に

立
っ

た
柔

軟
か

つ
安

定
的

な
財

政
運

　
 営

を
確

立
す

る
た

め
、

平
成

2
2

年
度

に
財

政
運

営
適

正
　

 化
計

画
（

H
2

3
～

H
3

2
）

を
策

定
し

た
が

、
地

方
財

政
　

 の
動

向
、

国
の

政
策

等
の

変
遷

に
対

応
し

、
町

の
実

情
　

 に
即

し
た

財
政

運
営

を
行

う
た

め
、

必
要

に
応

じ
て

計
　

 画
を

見
直

す
。

○
平

成
3

0
年

４
月

の
法

改
正

で
合

併
特

例
債

の
適

用
期

間
　

が
５

年
間

延
長

さ
れ

た
た

め
、

令
和

元
年

1
2

月
に

第
２

　
次

財
政

運
営

適
正

化
計

画
（

R
1

～
R

7
）

を
策

定
。

※
財

政
運

営
適

正
化

計
画

と
は

、
財

政
依

存
度

の
高

い
地

方
交

付
税

に
係

る
合

併
支

援
措

置
の

終
了

を
前

提
と

し
た

、
長

期
的

な
視

点
か

ら
の

財
政

運
営

の
健

全
化

を
図

る
た

め
策

定
し

た
計

画
。

　
平

成
2

5
年

8
月

、
平

成
2

7
年

1
1

月
に

見
直

し
を

実
施

。
令

和
元

年
1

2
月

に
第

2
次

財
政

運
営

適
正

化
計

画
を

策
定

。

※
実

質
公

債
費

比
率

と
は

、
標

準
的

な
状

態
で

通
常

収
入

が
見

込
ま

れ
る

一
般

財
源

の
規

模
に

対
す

る
公

債
費

の
割

合
を

表
す

も
の

。
　

こ
の

数
値

が
1

8
%

以
上

で
新

た
な

借
金

を
す

る
た

め
に

県
の

許
可

が
必

要
と

な
り

、
2

5
%

以
上

で
借

金
を

制
限

さ
れ

る
。基

本
方

針
 Ⅰ

　
財

政
運

営
の

適
正

化

重
点

項
目

 １
　

財
政

の
健

全
運

営

（
単

位
：

％
、

百
万

円
）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2

目
標

6
.0

%
4

.2
%

2
.9

%
2

.1
%

1
.7

%

実
績

5
.7

%
3

.9
%

2
.7

%
2

.1
%

2
.1

%

目
標

2
2

,3
5

8
2

1
,8

0
5

2
1

,2
0

7
1

9
,2

2
7

2
0

,4
6

6

実
績

2
1

,5
7

8
2

0
,2

9
7

1
9

,5
2

6
1

9
,1

3
7

1
9

,4
5

7

目
標

7
,8

1
0

7
,7

7
0

7
,7

2
9

9
,6

0
1

9
,6

9
4

実
績

8
,7

3
9

9
,2

7
4

9
,8

7
1

1
0

,1
0

2
1

0
,4

8
8

基
金

残
高

(財
政

調
整

+
減

債

+
特

定
目

的
)

区
分

実
質

公
債

費
比

率

普
通

会
計

町
債

残
高
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目
標

年
度

担
当

課
具

体
的

項
目

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 １
　

財
政

の
健

全
運

営

Ｒ
2

財
政

課

　
 

3

○
広

報
誌

（
４

月
号

に
当

初
予

算
、

1
2

月
号

に
前

年
度

　
決

算
）

及
び

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
よ

り
公

表
。

○
当

初
予

算
  

 広
報

：
当

初
予

算
の

概
要

　
Ｈ

Ｐ
：

当
初

予
算

の
概

要
　

　
　

　
予

算
書

　
　

　
　

わ
か

り
や

す
い

予
算

書
○

財
政

事
情

書
　

広
報

：
上

半
期

の
収

入
・

支
出

状
況

○
決

算
　

広
報

：
決

算
の

概
要

　
　

　
　

健
全

化
判

断
比

率
等

　
　

　
　

補
助

金
支

出
状

況
　

　
　

　
公

会
計

財
務

諸
表

　
Ｈ

Ｐ
：

健
全

化
判

断
比

率
等

　
　

　
　

補
助

金
支

出
状

況
　

　
　

　
公

会
計

財
務

諸
表

財
政

運
営

状
況

の
公

表
◇

 当
初

予
算

及
び

決
算

内
容

の
公

表
に

よ
り

、
新

上
五

島
　

 町
の

財
政

運
営

状
況

を
町

民
の

皆
様

に
お

知
ら

せ
す

る
。
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

　
H

2
8

～
R

3
.4

.1
実

績
　

△
5

3
名

Ｒ
2

財
産

管
理

課

　○
定

員
適

正
化

計
画

に
基

づ
く

職
員

数
の

削
減

管
理

運
営

費
の

削
減

◇
 本

庁
舎

・
支

所
の

光
熱

水
費

及
び

事
務

消
耗

品
、

コ
ピ

　
 ー

代
な

ど
の

内
部

管
理

経
費

を
削

減
す

る
。

　
○

節
電

の
徹

底
、

本
庁

舎
の

太
陽

光
発

電
装

置
や

サ
ー

　
　

バ
ー

の
ク

ラ
ウ

ド
化

（
外

部
設

置
）

に
伴

う
電

気
使

用
　

　
量

削
減

、
競

争
入

札
に

よ
る

電
力

料
金

の
削

減
、

消
耗

　
　

品
・

コ
ピ

ー
代

等
の

経
費

抑
制

に
取

り
組

ん
だ

。

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目

4
人

件
費

の
削

減
◇

 第
３

次
定

員
適

正
化

計
画

(H
2

8
.3

策
定

)に
基

づ
き

、
　

 計
画

的
に

職
員

数
を

削
減

し
、

人
件

費
を

抑
制

す
る

。
※

Ｒ
3

.4
の

職
員

数
目

標
あ

り
　

H
2

8
～

R
3

.4
.1

計
画

　
△

5
4

名

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

5

（
単

位
：

千
円

）

本
庁

舎
・

支
所

管
理

経
費

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

歳
出

効
果

額
（

計
画

）
3

0
0

6
0

0
9

0
0

1
,2

0
0

1
,5

0
0

4
,5

0
0

光
熱

水
費

・
消

耗
品

等
支

出
額

 ①
3

1
,8

4
7

3
5

,0
6

6
2

9
,7

7
0

2
6

,3
4

6
2

3
,3

3
6

1
4

6
,3

6
5

前
年

度
光

熱
水

費
・

消
耗

品
等

支
出

額
 ②

3
2

,1
6

1
3

1
,8

4
7

3
5

,0
6

6
2

9
,7

7
0

2
6

,3
4

6
1

5
5

,1
9

0

歳
出

効
果

額
(②

-①
）

3
1

4
△

 3
,2

1
9

5
,2

9
6

3
,4

2
4

3
,0

1
0

8
,8

2
5

H
2

7
H

2
8

H
2

9
H

3
0

Ｒ
1

Ｒ
2

Ｒ
3

合
計

職
員

数
(4

/1
現

在
)

4
0

8
4

0
0

3
9

5
3

8
4

3
7

7
3

6
5

3
5

4

　
前

年
比

増
減

△
 8

△
 5

△
 1

1
△

 7
△

 1
2

△
 1

1
△

 5
4

歳
出

効
果

額
5

9
,7

7
6

9
7

,1
3

6
1

7
9

,3
2

8
2

3
1

,6
3

2
3

2
1

,2
9

6
－

8
8

9
,1

6
8

職
員

数
(4

/1
現

在
)

4
0

8
3

9
5

3
9

1
3

8
5

3
7

3
3

6
8

3
5

5

　
前

年
比

増
減

△
 1

3
△

 4
△

 6
△

 1
2

△
 5

△
 1

3
△

 5
3

歳
出

効
果

額
9

7
,1

3
6

1
2

7
,0

2
4

1
7

1
,8

5
6

2
6

1
,5

2
0

2
9

8
,8

8
0

－
9

5
6

,4
1

6

※
１

人
あ

た
り

効
果

額
は

H
2

6
決

算
人

件
費

平
均

7
,4

7
2

千
円

（
共

済
費

含
み

、
退

職
手

当
含

ま
ず

）

（
単

位
：

人
、

千
円

）

第
３

次
定

員
適

正
化

計
画

計 画 実 績
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

H
2

9
総

務
課

Ｏ
Ａ

機
器

・
サ

ー
バ

ー
等

の
費

用
削

減

③
情

報
系

シ
ス

テ
ム

の
機

器
を

更
新

す
る

と
と

も
に

サ
ー

　
バ

ー
数

を
1

6
台

か
ら

4
台

に
削

減
し

た
。

①
基

幹
系

シ
ス

テ
ム

を
ク

ラ
ウ

ド
化

（
サ

ー
バ

ー
群

）
  

 へ
移

行
し

、
ス

リ
ム

化
と

費
用

削
減

を
図

っ
た

。

6
◇

 基
幹

系
・

情
報

系
シ

ス
テ

ム
の

機
器

更
改

に
併

せ
、

可
　

 能
な

限
り

ク
ラ

ウ
ド

化
へ

移
行

し
、

行
政

の
ス

リ
ム

化
　

 と
費

用
節

減
に

努
め

る
。

②
連

続
帳

票
プ

リ
ン

タ
ー

の
再

リ
ー

ス
を

延
長

し
、

費
　

用
削

減
を

図
っ

た
。

（
単

位
：

千
円

）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
合

計

5
4

,0
4

2
5

4
,0

4
2

5
4

,0
4

2
5

4
,0

4
2

2
1

6
,1

6
8

計
画

5
2

,6
6

6
5

4
,5

9
8

5
4

,5
9

8
5

4
,5

9
8

2
1

6
,4

6
0

実
績

4
1

,8
5

2
5

2
,9

2
7

5
3

,8
6

5
5

4
,9

5
8

5
7

,5
4

2
2

6
1

,1
4

4

計
画

1
,3

7
6

1
,3

7
6

実
績

1
2

,1
9

0
1

,1
1

5
1

7
7

－
－

1
3

,4
8

2

※
1

 基
準

額
は

、
再

リ
ー

ス
期

間
を

含
ま

な
い

H
2

2
～

H
2

5
の

リ
ー

ス
料

・
保

守
費

平
均

※
2

 マ
イ

ナ
ン

バ
ー

関
連

等
の

新
規

業
務

の
為

、
経

費
増

と
な

る
場

合
は

計
上

し
な

い
。

　
　

実
績

が
基

準
額

を
下

回
る

場
合

は
、

計
上

す
る

。

※
３

 情
報

系
シ

ス
テ

ム
の

ク
ラ

ウ
ド

化
は

、
計

画
額

未
算

出
の

た
め

含
ま

な
い

。

基
準

額
　

※
1

サ
ー

バ
ー

利
用

料
・

保
守

費
用

※
２

歳
出

効
果

額
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

財
政

課

Ｒ
2

財
政

課

　

※
補

助
金

交
付

基
準

と
は

、
補

助
の

｢
必

要
性

｣
･
｢
有

効
性

｣
･
｢
公

平
性

｣
･
｢
透

明
性

｣
を

確
保

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
、

平
成

1
7

年
1

1
月

に
策

定
さ

れ
た

も
の

。

負
担

金
の

見
直

し

補
助

金
の

見
直

し
7

◇
 負

担
金

に
つ

い
て

、
公

益
性

、
必

要
性

、
優

先
度

、
　

 公
平

性
、

透
明

性
に

鑑
み

、
負

担
金

の
廃

止
、

減
額

　
 等

も
含

め
て

定
期

的
な

見
直

し
を

行
う

。

8

○
当

初
予

算
編

成
時

に
負

担
割

合
、

積
算

根
拠

等
の

　
確

認
を

行
っ

た
。

①
広

報
誌

１
月

号
に

前
年

度
決

算
状

況
を

掲
載

し
た

。

◇
 補

助
金

に
つ

い
て

、
公

益
性

、
必

要
性

、
優

先
度

、
公

平
性

、
透

明
性

に
鑑

み
、

補
助

金
の

廃
止

、
減

額
等

　
 も

含
め

て
定

期
的

な
見

直
し

を
行

う
。

②
当

初
予

算
編

成
時

に
補

助
金

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
を

作
成

し
、

公
益

性
・

必
要

性
・

優
先

度
・

公
平

性
・

透
明

性
等

を
確

認
し

編
成

し
た

。

※
H

2
9

か
ら

有
人

国
境

離
島

法
に

よ
る

補
助

金
増

※
R

2
は

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
応

に
よ

る
補

助
金

増

（
単

位
：

千
円

）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2

負
担

金
決

算
額

5
6

5
,9

4
4

6
4

3
,7

4
8

5
8

9
,2

1
1

7
3

2
,9

2
8

6
7

2
,6

8
8

う
ち

町
単

独
分

5
3

9
,2

9
4

5
5

7
,0

7
7

5
5

5
,2

8
4

6
9

5
,4

7
2

6
4

7
,2

9
3

（
単

位
：

千
円

）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2

補
助

金
決

算
額

8
4

8
,4

6
2

1
,0

9
7

,7
0

4
1

,0
6

3
,9

8
4

1
,1

5
2

,9
9

5
3

,5
1

7
,9

6
5

う
ち

町
単

独
分

4
8

7
,2

4
9

4
7

5
,6

0
3

5
4

8
,4

3
7

5
1

2
,6

6
2

9
5

0
,7

9
6

12



目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

財
政

課
投

資
的

経
費

の
抑

制
9

◇
 限

ら
れ

た
財

源
を

有
効

に
活

用
す

る
た

め
、

公
共

工
事

の
　

 縮
小

・
休

止
、

コ
ス

ト
削

減
、

着
手

時
期

の
延

期
等

計
画

 　
を

再
検

討
す

る
。

　
 後

年
度

の
公

債
費

負
担

の
軽

減
を

図
る

た
め

、
一

般
財

源
 　

ベ
ー

ス
で

投
資

的
経

費
を

抑
制

す
る

。

※
公

債
費

と
は

、
地

方
自

治
体

が
借

り
入

れ
た

借
金

の
元

金
と

利
子

の
支

払
い

に
要

す
る

経
費

の
こ

と
。

※
振

興
計

画
と

は
、

総
合

計
画

の
実

施
計

画
に

相
当

し
、

基
本

構
想

、
基

本
計

画
の

主
旨

に
沿

っ
て

、
現

年
度

か
ら

の
３

ケ
年

分
の

事
業

を
計

上
し

た
事

業
計

画
の

こ
と

。

※
投

資
的

経
費

と
は

各
種

社
会

資
本

整
備

な
ど

、
支

出
の

効
果

が
長

期
に

わ
た

る
経

費
の

こ
と

。
（

例
）

普
通

建
設

事
業

費
な

ど

○
財

政
運

営
適

正
化

計
画

で
定

め
た

投
資

的
経

費
の

一
般

　
財

源
枠

を
念

頭
に

お
い

て
当

初
・

補
正

予
算

編
成

で
の

　
調

整
に

努
め

た
。

（
単

位
：

百
万

円
）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

2
,6

8
9

2
,6

3
1

2
,7

3
8

2
,9

5
9

4
,6

7
1

1
5

,6
8

7

2
,5

5
0

2
,4

4
7

2
,5

8
1

2
,7

9
6

4
,5

1
2

1
4

,8
8

6

1
3

9
1

8
4

1
5

7
1

6
3

1
5

9
8

0
1

適
正

化
計

画
2

8
8

2
9

3
2

5
9

3
3

8
5

2
6

1
,7

0
3

決
算

額
3

0
8

2
7

8
2

5
4

2
9

8
4

1
2

1
,5

4
9

差
　

額
△

 2
0

1
5

5
4

0
1

1
4

1
5

4

う
ち

一
般

財
源

投
資

的
経

費

財
政

運
営

適
正

化
計

画
 

決
　

　
算

　
　

額

歳
出

効
果

額

13



目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

財
政

課

Ｒ
2

財
政

課

○
計

画
的

に
繰

上
償

還
を

行
い

、
実

質
公

債
費

比
率

が
改

善
し

た
。

○
財

政
運

営
適

正
化

計
画

に
従

い
、

新
規

発
行

債
（

臨
時

財
政

対
策

債
除

く
）

の
上

限
を

設
定

し
た

。

1
0

町
債

の
新

規
発

行
の

上
限

設
定

◇
 町

債
（

町
の

借
金

）
残

高
の

増
加

を
防

ぐ
た

め
、

新
規

　
 発

行
債

の
上

限
設

定
を

行
う

。

1
1

町
債

の
繰

上
償

還
の

実
施

※
臨

時
財

政
対

策
債

と
は

、
地

方
債

の
一

種
。

国
の

地
方

交
付

税
特

別
会

計
の

財
源

が
不

足
し

、
地

方
交

付
税

と
し

て
交

付
す

べ
き

財
源

が
不

足
し

た
場

合
に

、
地

方
交

付
税

の
交

付
額

を
減

ら
し

て
、

そ
の

穴
埋

め
と

し
て

、
該

当
す

る
地

方
公

共
団

体
自

ら
に

地
方

債
を

発
行

さ
せ

る
制

度
。

元
利

償
還

金
相

当
額

に
つ

い
て

は
、

全
額

を
後

年
度

地
方

交
付

税
の

基
準

財
政

需
要

額
に

算
入

。

◇
 後

年
度

の
公

債
費

負
担

の
軽

減
を

図
る

た
め

、
財

政
運

営
　

 適
正

化
計

画
に

沿
っ

て
計

画
的

な
繰

上
償

還
を

行
う

。

　
　

（
単

位
：

千
円

）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

計
画

9
6

1
,5

9
4

8
6

1
,0

2
0

8
5

1
,3

8
8

8
5

5
,6

6
9

9
3

9
,1

5
7

4
,4

6
8

,8
2

8

実
績

1
,1

9
6

,6
1

7
1

,1
0

8
,7

5
9

9
8

2
,3

6
1

8
5

5
,6

6
9

9
3

9
,1

5
7

5
,0

8
2

,5
6

3

計
画

1
1

3
,6

3
3

8
4

,5
4

2
5

8
,7

0
3

4
5

,7
7

4
3

1
,1

4
2

3
3

3
,7

9
4

実
績

1
4

3
,6

1
6

1
1

7
,3

4
4

6
8

,1
4

6
4

5
,7

7
4

3
1

,1
4

2
4

0
6

,0
2

2

繰
上

償
還

額

歳
出

効
果

額

（
単

位
：

百
万

円
）

普
通

会
計

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

新
規

発
行

上
限

額
1

,6
6

3
1

,6
5

5
1

,5
9

1
1

,9
5

1
3

,5
2

0
1

0
,3

8
0

借
入

実
績

額
1

,3
5

7
1

,3
0

7
1

,6
4

8
1

,9
8

4
2

,7
6

1
9

,0
5

7

歳
出

効
果

額
3

0
6

3
4

8
△

 5
7

△
 3

3
7

5
9

1
,3

2
3
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

水
道

課

Ｒ
2

水
道

課

　

1
2

①
各

配
水

池
ご

と
に

通
常

の
配

水
量

を
把

握

◇
 安

定
給

水
、

維
持

管
理

費
の

縮
減

、
渇

水
対

策
等

の
一

環
　

 と
し

て
漏

水
対

策
を

強
化

し
、

有
収

率
向

上
を

図
る

。

1
3

給
水

施
設

等
の

本
庁

集
中

管
理※

有
収

率
と

は
、

供
給

し
た

水
量

と
収

入
に

な
っ

た
水

量
の

割
合

。

○
水

道
施

設
情

報
の

本
庁

集
中

監
視

体
制

の
整

備
　

・
水

道
施

設
情

報
の

本
庁

集
中

監
視

体
制

の
整

備
が

　
　

全
地

区
で

完
了

し
た

。
（

R
1

）
　

・
水

道
給

水
開

始
・

停
止

に
伴

う
量

水
器

の
取

付
け

・
　

　
取

外
し

業
務

の
民

間
委

託
を

全
町

域
に

拡
大

水
道

有
収

率
向

上
の

取
り

組
み

②
漏

水
が

想
定

さ
れ

る
場

合
は

直
ち

に
漏

水
調

査
を

実
施

　
し

、
復

旧
作

業
を

行
っ

た
。

◇
 事

務
効

率
化

の
た

め
、

給
水

施
設

等
の

本
庁

集
中

管
理

を
　

 行
う

。

③
漏

水
調

査
の

民
間

委
託

を
拡

大
（

R
1

～
成

果
方

式
）

　
（

上
五

島
・

有
川

・
新

魚
目

・
若

松
地

区
の

一
部

）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

7
6

.5
%

7
6

.5
%

7
3

.2
%

7
6

.0
%

7
8

.3
%

－

計
画

2
,8

3
5

2
,8

3
5

2
,8

3
5

2
,8

3
5

2
,8

3
5

1
4

,1
7

5

実
績

1
,0

6
5

9
3

9
△

 6
6

9
1

1
,8

9
3

4
,5

8
2

※
有

収
率

計
画

8
5

％
、

歳
出

効
果

額
は

H
2

6
有

収
率

7
3

.4
4

％
と

の
差

額

（
単

位
：

％
、

千
円

）

有
収

率
実

績

歳
出

効
果

額

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

歳
出

効
果

額
(実

績
)

1
,3

1
4

1
,5

6
6

1
,5

6
8

1
,5

6
5

1
,3

0
2

7
,3

1
5

※
歳

出
効

果
額

（
計

画
）

は
、

実
施

時
期

が
未

確
定

の
た

め
０

（
単

位
：

千
円

）
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

水
道

課

Ｒ
2

水
道

課

　
水

道
事

業
経

営
審

議
会

条
例

制
定

　
R

2
.9

月
　

水
道

料
金

改
定

（
改

定
率

2
9

.1
％

）

　
R

3
.3

月
　

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

（
経

営
戦

略
）

（
R

3
～

R
1

2
）

策
定

②
事

務
経

費
・

維
持

管
理

費
の

縮
減

　
隔

月
徴

収
の

検
討

（
現

状
隔

月
検

針
・

毎
月

徴
収

）

③
民

間
委

託
の

推
進

等

1
4

水
道

未
収

金
対

策
の

推
進

◇
 平

成
2

9
年

度
か

ら
の

上
水

道
事

業
（

公
営

企
業

会
計

）
　

 移
行

に
伴

い
、

収
支

改
善

方
策

を
検

討
し

て
、

収
入

の
  

  
確

保
、

歳
出

削
減

を
図

り
、

経
営

の
健

全
化

を
図

る
。

◇
 口

座
引

落
の

推
進

と
と

も
に

未
収

金
対

策
に

取
り

組
む

1
5

水
道

事
業

収
支

改
善

方
策

の
検

討

○
滞

納
整

理
事

務
手

続
規

程
に

基
づ

く
給

水
停

止
執

行
  

 を
踏

ま
え

た
未

収
金

対
策

を
強

化
し

た
。

※
滞

納
整

理
事

務
手

続
規

程
と

は
、

納
付

期
限

内
に

納
付

し
た

者
と

の
公

正
を

期
す

る
た

め
、

滞
納

整
理

等
の

事
務

手
続

に
つ

い
て

必
要

な
事

項
を

定
め

た
も

の
。

①
水

道
料

金
、

負
担

金
等

受
益

者
負

担
の

適
正

化
検

討

　
給

水
開

始
・

停
止

に
係

る
量

水
機

器
取

付
け

・
取

外
し

　
業

務
の

民
間

委
託

地
区

を
全

町
域

に
拡

大

計
画

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

現
年

度
1

0
0

%
9

8
.8

%
9

0
.3

%
9

0
.2

%
9

0
.2

%
9

0
.8

%
－

過
年

度
2

0
%

1
3

.2
%

6
8

.7
%

6
5

.4
%

6
8

.6
%

6
9

.7
%

－

計
画

－
3

,3
2

1
3

,3
2

1
3

,3
2

1
3

,3
2

1
3

,3
2

1
1

6
,6

0
5

実
績

－
△

 3
,7

0
2

2
,3

5
2

△
 5

3
2

,5
9

6
5

,7
9

4
6

,9
8

7

※
歳

入
効

果
額

：
H

2
3

～
H

2
6

平
均

徴
収

率
（

現
年

度
 9

9
.2

％
、

過
年

度
 2

2
.6

％
）

と
の

差
額

（
H

2
8

実
績

分
の

み
）

※
公

営
企

業
法

適
用

へ
移

行
に

よ
り

５
月

決
算

か
ら

３
月

決
算

と
な

り
、

３
月

調
定

分
が

翌
年

度
収

入
と

な
る

た
め

、

  
 H

2
9

実
績

分
よ

り
歳

入
効

果
額

を
現

年
度

 9
1

.3
％

、
過

年
度

 5
7

.5
％

と
の

差
額

（
単

位
：

％
、

千
円

）

徴
収

率

歳
入

効
果

額
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

重
点

項
目

 ２
　

歳
出

削
減

に
向

け
た

取
り

組
み

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

◇
 診

療
所

の
経

営
健

全
化

を
進

め
る

。
健

康
保

険
課

若
松

診
療

所

新
魚

目
診

療
所

1
6

診
療

所
の

経
営

健
全

化

※
診

療
所

運
営

協
議

会
と

は
、

運
営

に
関

す
る

重
要

な
事

項
を

審
議

す
る

た
め

町
長

の
諮

問
機

関
と

し
て

設
置

さ
れ

た
も

の
。

①
新

上
五

島
町

立
診

療
所

運
営

協
議

会
で

経
営

健
全

化
  

 に
向

け
検

討

②
外

来
患

者
数

が
減

少
傾

向
に

あ
る

た
め

、
健

診
業

務
等

の
充

実
、

諸
経

費
の

節
減

に
努

め
た

。
 （

若
松

診
療

所
患

者
数

）
　

Ｈ
2

8
:7

,2
6

4
  

Ｈ
2

9
:7

,1
1

1
  

Ｈ
3

0
:6

,4
5

4
  

R
1

:5
,6

0
9

  
R

2
:5

,3
1

7
 （

新
魚

目
診

療
所

患
者

数
）

　
Ｈ

2
8

:5
,4

5
8

  
Ｈ

2
9

:5
,4

5
7

  
Ｈ

3
0

:5
,1

1
7

  
R

1
:4

,6
7

8
  

R
2

:4
,3

1
6

　

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

計
画

5
0

0
5

0
0

5
0

0
5

0
0

5
0

0
2

,5
0

0

実
績

5
9

3
2

2
5

6
2

7
6

3
8

0
4

2
,5

1
0

※
歳

入
効

果
額

：
計

画
は

０
　

料
金

改
定

の
場

合
の

実
績

は
H

2
6

と
の

比
較

※
歳

出
効

果
額

：
H

2
6

と
の

比
較

、
人

件
費

の
減

、
委

託
料

の
増

は
含

ま
な

い
。

（
単

位
：

千
円

）

歳
出

効
果

額

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

若
松

診
療

所
8

6
,6

0
0

6
2

,6
3

6
5

9
,9

1
0

7
1

,1
0

0
6

8
,0

2
3

3
4

8
,2

6
9

新
魚

目
診

療
所

4
0

,0
0

0
5

3
,5

1
3

8
8

,4
0

2
7

1
,6

8
2

7
0

,0
7

7
3

2
3

,6
7

4

計
1

2
6

,6
0

0
1

1
6

,1
4

9
1

4
8

,3
1

2
1

4
2

,7
8

2
1

3
8

,1
0

0
6

7
1

,9
4

3

若
松

診
療

所
△

 1
7

,5
6

5
6

,3
9

9
9

,1
2

5
△

 2
,0

6
5

1
,0

1
2

△
 3

,0
9

4

新
魚

目
診

療
所

6
2

,4
4

1
4

8
,9

2
8

1
4

,0
3

9
3

0
,7

5
9

3
2

,3
6

4
1

8
8

,5
3

1

計
4

4
,8

7
6

5
5

,3
2

7
2

3
,1

6
4

2
8

,6
9

4
3

3
,3

7
6

1
8

5
,4

3
7

（
単

位
：

千
円

）

※
歳

出
効

果
額

は
H

2
6

決
算

額
1

7
1

,4
7

6
千

円
と

の
差

額
　

　
（

内
訳

：
若

松
　

6
9

,0
3

5
千

円
、

新
魚

目
　

1
0

2
,4

4
1

千
円

）

歳
　

出
効

果
額

一
般

会
計

繰
出

金
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

税
務

課

Ｒ
2

税
務

課

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 3
　

歳
入

確
保

の
た

め
の

取
り

組
み

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

1
7

課
税

客
体

の
的

確
な

把
握

※
課

税
客

体
と

は
、

税
金

が
課

せ
ら

れ
る

対
象

や
行

為
の

こ
と

。

◇
 町

税
の

適
正

・
公

平
な

賦
課

、
財

源
確

保
の

観
点

か
ら

、
  

  
課

税
客

体
の

的
確

な
把

握
が

重
要

で
あ

る
た

め
、

未
申

告
  

  
者

に
対

し
催

告
書

を
発

送
し

、
申

告
者

の
増

加
を

図
る

。

①
個

人
町

民
税

未
申

告
者

へ
の

催
告

書
等

の
送

付

②
償

却
資

産
（

固
定

資
産

税
）

未
申

告
者

へ
の

催
告

書
　

の
送

付
、

税
務

署
提

出
資

料
に

よ
る

追
加

課
税

◇
 徴

収
率

の
目

標
を

設
定

し
、

差
押

え
を

含
め

た
効

果
的

な
  

  
滞

納
整

理
を

推
進

す
る

。
（

町
税

）
徴

収
率

の
目

標
設

定
と

効
果

的
な

滞
納

整
理

（
町

税
）

1
8

※
長

崎
県

地
方

税
回

収
機

構
と

は
、

県
と

市
町

が
連

携
・

協
働

し
て

市
町

村
税

の
滞

納
整

理
を

強
化

す
る

た
め

設
置

。

①
滞

納
者

等
を

対
象

と
し

た
預

金
差

押
え

等
を

継
続

②
長

崎
県

地
方

税
回

収
機

構
に

よ
る

滞
納

整
理

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

4
9

5
6

1
0

9
1

4
4

8
5

4
4

3

2
8

7
2

8
7

3
1

7
4

4
1

3
2

1
1

,6
5

3

5
1

3
9

5
2

7
1

5
2

2
6

5

8
6

5
1

4
9

4
1

4
3

8
0

2
8

9
2

,0
9

7

※
歳

入
効

果
額

は
償

却
資

産
（

固
定

資
産

税
）

追
加

課
税

額

②
償

却
資

産
催

告
者

数

②
償

却
資

産
追

加
課

税
件

数

①
町

民
税

催
告

者
数

②
歳

入
効

果
額

(実
績

)

（
単

位
：

人
、

件
、

千
円

）
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 3
　

歳
入

確
保

の
た

め
の

取
り

組
み

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

健
康

保
険

課

税
務

課

○
短

期
被

保
険

者
証

、
資

格
証

明
書

を
活

用
し

、
納

税
相

　
談

の
機

会
を

設
け

、
収

納
率

の
向

上
を

図
っ

た
。

1
8

◇
 徴

収
率

の
目

標
を

設
定

し
、

差
押

え
を

含
め

た
効

果
的

な
  

  
滞

納
整

理
を

推
進

す
る

。
（

国
民

健
康

保
険

税
）

徴
収

率
の

目
標

設
定

と
効

果
的

な
滞

納
整

理
（

国
民

健
康

保
険

税
）

目
標

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

－
3

,8
4

1
3

,6
7

1
3

,4
6

8
3

,3
8

0
3

,3
0

0
1

7
,6

6
0

－
1

1
,3

2
0

8
,5

0
6

7
,3

1
0

1
4

,2
2

4
1

6
,8

1
1

5
8

,1
7

1

－
4

8
3

2
4

3
3

6
2

0
－

現
年

度
9

8
.8

%
9

8
.9

%
9

8
.9

%
9

9
.0

%
9

9
.1

%
9

9
.3

%
－

過
年

度
1

0
.5

%
1

4
.0

%
1

2
.9

%
1

0
.5

%
1

4
.0

%
1

3
.0

%
－

※
歳

入
効

果
額

：
H

2
3

～
H

2
6

平
均

徴
収

率
（

現
年

度
 9

8
.6

3
％

、
過

年
度

 1
0

.3
1

％
）

と
の

差
額

歳
入

効
果

額
（

計
画

）

預
金

差
押

え
等

件
数

徴
収

率

（
単

位
：

件
、

％
、

千
円

）

歳
入

効
果

額
（

実
績

）

目
標

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

計
画

－
2

,0
5

5
2

,0
3

9
2

,0
2

1
2

,0
0

4
1

,9
8

8
1

0
,1

0
7

－
2

,3
9

0
△

 1
,5

4
0

△
 3

,6
0

1
4

1
1

6
,8

9
0

4
,5

5
0

徴
収

率
(現

年
)

9
7

.0
%

9
6

.9
%

9
6

.2
%

9
5

.8
%

9
6

.9
%

9
7

.3
%

－

  
 〃

　
(過

年
)

1
1

.5
%

1
1

.8
%

1
0

.9
%

1
1

.0
%

1
0

.4
%

1
4

.8
%

－

徴
収

率
(現

年
)

9
8

.5
%

9
7

.9
%

9
7

.2
%

9
7

.2
%

1
0

0
.0

%
0

.0
%

－

  
 〃

　
(過

年
)

1
4

.5
%

1
7

.0
%

2
1

.9
%

1
8

.4
%

1
4

.1
%

5
.6

%
－

※
歳

入
効

果
額

は
H

2
3

～
H

2
6

平
均

徴
収

率
（

一
般

現
年

9
6

.6
％

、
過

年
1

1
.1

％
、

退
職

現
年

9
8

.1
％

、
過

年
1

4
.3

％
）

と
の

差
額

一
般

被
保

険
者

退
職

被
保

険
者歳

入
効

果
額

歳
入

効
果

額

区
分

（
単

位
：

％
、

千
円

）

実
績
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 3
　

歳
入

確
保

の
た

め
の

取
り

組
み

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

健
康

保
険

課

①
催

告
状

の
送

付
（

8
月

・
1

2
月

）
・

給
付

制
限

の
周

知

②
分

納
に

よ
る

時
効

（
不

納
欠

損
）

の
中

断

Ｒ
2

福
祉

課

②
3

ヶ
月

以
上

滞
納

者
に

は
個

別
面

談
や

四
半

期
毎

に
未

　
納

通
知

書
を

発
送

し
、

納
付

を
促

し
た

。

④
介

護
保

険
制

度
（

給
付

制
限

等
）

の
広

報
充

実

③
年

金
支

給
月

（
偶

数
月

）
の

戸
別

訪
問

に
よ

る
徴

収
　

・
納

税
相

談
の

実
施

①
滞

納
世

帯
は

、
児

童
手

当
等

を
窓

口
受

け
取

り
と

し
　

保
育

料
の

納
付

を
促

し
た

。

1
8

◇
 徴

収
率

の
目

標
を

設
定

し
、

差
押

え
を

含
め

た
効

果
的

な
  

  
滞

納
整

理
を

推
進

す
る

。
（

保
育

料
）

徴
収

率
の

目
標

設
定

と
効

果
的

な
滞

納
整

理
（

保
育

料
）

徴
収

率
の

目
標

設
定

と
効

果
的

な
滞

納
整

理
（

介
護

保
険

料
）

1
8

◇
 徴

収
率

の
目

標
を

設
定

し
、

給
付

制
限

に
関

す
る

丁
寧

な
  

  
説

明
等

に
努

め
、

制
度

へ
の

理
解

を
深

め
て

も
ら

う
こ

と
  

  
に

よ
り

、
効

果
的

な
滞

納
整

理
を

推
進

す
る

。
（

介
護

保
  

  
険

料
）

目
標

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

計
画

歳
入

効
果

額
－

1
,0

2
5

1
,0

0
7

9
9

0
9

7
2

9
5

5
4

,9
4

9

歳
入

効
果

額
－

△
 6

6
9

△
 6

0
3

8
4

9
1

,4
2

5
2

,5
4

9
3

,5
5

1

徴
収

率
(現

年
)

9
2

%
8

9
.6

%
9

0
.4

%
9

1
.8

%
9

2
.6

%
9

4
.7

%
－

  
 〃

　
(過

年
)

2
0

%
1

0
.9

%
8

.4
%

1
7

.5
%

1
9

.5
%

2
1

.9
%

－

区
分

実
績

（
単

位
：

％
、

千
円

）

※
歳

入
効

果
額

は
H

2
3

～
H

2
6

平
均

徴
収

率
（

現
年

 8
9

.7
％

、
過

年
 1

8
.8

％
）

と
の

差
額
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 3
　

歳
入

確
保

の
た

め
の

取
り

組
み

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

建
設

課

①
未

納
者

へ
の

電
話

・
納

付
依

頼
通

知
（

督
促

・
催

告
）

　
納

付
相

談
・

自
宅

訪
問

分
納

誓
約

の
強

化

③
新

規
入

居
者

へ
の

啓
発

（
滞

納
）

◇
 徴

収
率

の
目

標
を

設
定

し
、

効
果

的
な

滞
納

整
理

を
推

　
 進

す
る

。
（

公
営

住
宅

使
用

料
）

②
連

帯
保

証
人

へ
の

催
告

・
請

求
（

滞
納

連
続

６
ヶ

月
以

上
に

な
っ

た
場

合
）

徴
収

率
の

目
標

設
定

と
効

果
的

な
滞

納
整

理
（

公
営

住
宅

使
用

料
）

1
8

目
標

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

計
画

歳
入

効
果

額
－

5
3

8
5

3
5

5
3

2
5

3
0

5
2

7
2

,6
6

2

歳
入

効
果

額
－

△
 3

0
0

△
 4

9
2

7
8

8
3

8
2

1
,1

1
2

1
,4

9
0

徴
収

率
(現

年
)

1
0

0
%

9
9

.0
%

9
8

.7
%

9
9

.5
%

9
9

.7
%

9
9

.7
%

－

  
 〃

　
(過

年
)

1
0

%
5

.9
%

6
.6

%
1

9
.8

%
1

0
.9

%
2

6
.6

%
－

（
単

位
：

％
、

千
円

）

実
績

※
歳

入
効

果
額

は
、

H
2

6
徴

収
率

実
績

現
年

度
9

9
.2

％
、

過
年

度
9

.4
％

と
の

差
額

区
分

目
標

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

計
画

歳
入

効
果

額
－

1
,0

2
8

1
,0

1
4

1
,0

0
5

1
,0

0
1

9
9

6
5

,0
4

4

歳
入

効
果

額
－

2
0

2
3

7
7

2
3

3
9

9
△

 1
9

5
7

1
6

徴
収

率
(現

年
)

1
0

0
%

9
9

.3
%

9
9

.6
%

9
9

.7
%

9
9

.8
%

1
0

0
.0

%
－

  
 〃

　
(過

年
)

3
5

%
2

7
.3

%
2

7
.4

%
1

4
.2

%
1

2
.6

%
6

.7
%

－

※
歳

入
効

果
額

は
H

2
3

～
H

2
6

平
均

徴
収

率
（

現
年

 9
8

.9
％

、
過

年
 3

3
.9

％
）

と
の

差
額

区
分

実
績

（
単

位
：

％
、

千
円

）
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 3
　

歳
入

確
保

の
た

め
の

取
り

組
み

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

学
校

教
育

課

学
校

給
食

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

■
給

食
費

■
奨

学
金

②
毎

月
計

画
的

徴
収

④
毎

月
計

画
的

徴
収

③
6

月
、

1
2

月
徴

収
強

化
月

間
（

集
中

徴
収

）

◇
 徴

収
率

の
目

標
を

設
定

し
、

効
果

的
な

滞
納

整
理

を
推

　
 進

す
る

。
（

給
食

費
・

奨
学

金
）

⑤
簡

易
裁

判
所

支
払

督
促

制
度

の
活

用

①
教

育
委

員
会

内
徴

収
班

体
制

の
編

成

④
長

期
未

納
者

親
族

（
社

会
人

に
な

っ
た

子
ど

も
）

　
の

住
所

確
認

⑤
連

帯
保

証
人

へ
通

知
行

う
旨

通
告

①
5

月
、

整
理

月
間

(滞
納

額
通

知
・

納
付

計
画

作
成

)

③
毎

月
計

画
的

徴
収

（
催

告
、

納
付

相
談

な
ど

）

②
6

月
・

2
月

徴
収

強
化

月
間

（
催

促
書

通
知

）

徴
収

率
の

目
標

設
定

と
効

果
的

な
滞

納
整

理
（

給
食

費
・

奨
学

金
）

1
8

目
標

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

歳
入

効
果

額
－

1
8

4
2

6
3

2
0

6
9

4
4

1
,0

2
2

2
,6

1
9

徴
収

率
(現

年
)

9
9

.8
%

9
9

.8
%

9
9

.9
%

9
9

.9
%

1
0

0
.0

%
9

9
.9

%
－

  
 〃

　
(過

年
)

5
.0

%
6

.4
%

7
.2

%
5

.9
%

1
9

.3
%

2
5

.2
%

－

歳
入

効
果

額
－

2
,3

1
4

1
,4

1
5

5
3

9
1

,2
1

0
9

8
7

6
,4

6
5

徴
収

率
(現

年
)

9
2

.0
%

9
2

.4
%

9
2

.2
%

9
2

.9
%

9
4

.7
%

9
6

.0
%

－

  
 〃

　
(過

年
)

1
2

.0
%

1
9

.8
%

1
6

.4
%

1
0

.6
%

1
2

.4
%

9
.7

%
－

奨
学

金

※
歳

入
効

果
額

は
H

2
3

～
H

2
6

平
均

徴
収

率
（

給
食

費
 現

年
 9

9
.8

％
、

過
年

 3
.8

％
、

奨
学

金
 現

年
 8

8
.6

％
、

過
年

 1
1

.9
％

）
と

の
差

額

（
単

位
：

％
、

千
円

）

徴
収

率

給
食

費
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 3
　

歳
入

確
保

の
た

め
の

取
り

組
み

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

観
光

商
工

課

Ｒ
2

財
政

課

○
ふ

る
さ

と
納

税
サ

イ
ト

「
ふ

る
ぽ

」
、

「
ふ

る
さ

と
チ

ョ
イ

ス
」

に
加

え
、

平
成

3
0

年
6

月
か

ら
「

Ａ
Ｎ

Ａ
の

ふ
る

さ
と

納
税

」
、

令
和

元
年

1
1

月
か

ら
「

さ
と

ふ
る

」
で

寄
付

受
付

を
開

始
。

○
令

和
2

年
度

か
ら

「
ふ

る
さ

と
チ

ョ
イ

ス
」

の
契

約
プ

ラ
ン

を
変

更
、

Ｐ
Ｒ

を
強

化
し

寄
附

額
増

。
○

平
成

2
9

年
4

月
総

務
省

通
知

に
よ

り
、

高
額

返
礼

品
や

商
品

券
等

の
換

金
性

の
高

い
返

礼
品

に
つ

　
い

て
見

直
し

。

◇
 使

用
料

・
手

数
料

に
つ

い
て

、
受

益
と

負
担

の
公

平
性

　
 の

確
保

の
た

め
見

直
し

を
行

う
。

◇
 イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

等
の

媒
体

利
用

に
よ

り
広

く
寄

付
者

を
募

り
、

寄
付

額
の

増
加

を
図

る
と

と
も

に
、

　
謝

礼
品

贈
呈

に
よ

り
町

特
産

物
の

Ｐ
Ｒ

を
推

進
す

る
。

○
令

和
元

年
1

0
月

の
消

費
税

率
引

上
げ

に
伴

い
、

各
種

使
用

料
・

手
数

料
を

改
定

○
水

道
事

業
会

計
に

お
い

て
、

令
和

2
年

9
月

に
経

営
改

善
策

と
し

て
水

道
料

金
を

改
定

（
改

定
率

2
9

.1
％

）

1
9

2
0

ふ
る

さ
と

応
援

寄
附

金
（

ふ
る

さ
と

納
税

）
の

Ｐ
Ｒ

推
進

受
益

者
負

担
の

原
則

、
原

価
主

義
に

よ
る

使
用

料
・

手
数

料
の

見
直

し

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

寄
付

計
画

額
8

0
,0

0
0

9
0

,0
0

0
1

0
0

,0
0

0
1

1
0

,0
0

0
1

2
0

,0
0

0
5

0
0

,0
0

0

寄
付

実
績

額
6

1
,2

2
6

5
0

,4
1

4
6

3
,3

2
1

5
3

,9
1

0
6

2
,2

4
1

2
9

1
,1

1
2

歳
入

効
果

計
画

4
6

,4
0

0
5

2
,2

0
0

5
8

,0
0

0
6

3
,8

0
0

6
9

,6
0

0
2

9
0

,0
0

0

歳
入

効
果

実
績

3
2

,8
0

9
2

4
,6

9
9

3
7

,5
1

5
3

1
,2

4
3

3
4

,5
0

4
1

6
0

,7
7

0

（
単

位
：

千
円

）
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

 Ⅰ
　

財
政

運
営

の
適

正
化

重
点

項
目

 3
　

歳
入

確
保

の
た

め
の

取
り

組
み

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

Ｒ
2

財
産

管
理

課

H
3

0
財

産
管

理
課

◇
 庁

舎
等

設
置

の
自

動
販

売
機

に
つ

い
て

、
一

般
競

争
入

　
 札

の
実

施
に

よ
る

貸
し

付
け

を
検

討
す

る
。

①
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
や

地
区

回
覧

等
に

よ
る

、
遊

休
町

有
　

財
産

等
の

販
売

促
進

◇
 遊

休
町

有
財

産
及

び
分

譲
地

の
処

分
・

売
却

の
促

進
に

　
 努

め
る

。

②
分

譲
地

販
売

促
進

の
た

め
の

単
価

見
直

し
、

若
者

定
  

 住
促

進
事

業
へ

の
取

り
組

み

　
 H

2
8

～
R

2
　

遊
休

地
2

8
件

、
分

譲
地

1
0

区
画

売
払

○
自

動
販

売
機

の
一

般
競

争
入

札
に

よ
る

占
用

貸
付

を
実

施
（

H
2

9
.1

0
月

か
ら

3
年

間
）

 1
0

施
設

1
3

台
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
R

2
.1

0
月

か
ら

3
年

間
）

  
 1

0
施

設
1

2
台

2
1

2
2

自
動

販
売

機
設

置
の

一
般

競
争

入
札

の
実

施

遊
休

町
有

財
産

等
の

積
極

的
処

分

区
分

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

２
合

計

計
画

歳
入

効
果

額
1

4
,0

0
0

1
4

,0
0

0
1

4
,0

0
0

1
4

,0
0

0
1

4
,0

0
0

7
0

,0
0

0

売
払

遊
休

地
1

6
,9

6
3

3
,3

8
2

6
,9

0
6

9
5

,3
4

0
4

,6
5

4
1

2
7

,2
4

5

売
払

分
譲

地
0

2
,1

9
0

8
5

0
6

,9
7

0
9

,6
9

0
1

9
,7

0
0

歳
入

効
果

額
1

6
,9

6
3

5
,5

7
2

7
,7

5
6

1
0

2
,3

1
0

1
4

,3
4

4
1

4
6

,9
4

5

実
績

※
計

画
：

遊
休

地
5

,0
0

0
千

円
＋

分
譲

地
9

,0
0

0
千

円
（

３
区

画
）

（
単

位
：

千
円

）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

計
画

0
0

8
0

0
8

0
0

8
0

0
2

,4
0

0

実
績

0
6

0
3

1
,2

1
5

1
,2

0
6

1
,1

3
9

4
,1

6
3

歳
入

効
果

額区
分

（
単

位
：

千
円

）

24



目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

H
2

8
総

務
課

2
4

①
人

事
評

価
制

度
に

お
け

る
面

談
等

に
よ

り
、

情
報

共
　

有
、

指
導

・
助

言
を

行
い

、
人

材
育

成
を

図
っ

た
。

◇
 地

方
分

権
改

革
に

対
応

で
き

る
人

材
の

育
成

を
目

指
し

、
  

  
職

場
内

研
修

の
活

性
化

を
図

る
。

※
 市

町
職

員
研

修
セ

ン
タ

ー
の

階
層

別
研

修
・

専
門

研
　

 修
、

県
等

へ
の

派
遣

研
修

も
継

続
し

て
実

施
。

②
ト

レ
ー

ナ
ー

制
度

に
よ

り
新

規
採

用
職

員
へ

指
導

・
　

助
言

等
を

行
っ

た
。

①
課

長
会

議
に

お
い

て
、

朝
礼

・
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
実

施
　

の
周

知
徹

底
を

図
っ

た
。

（
各

職
場

と
も

週
1

回
の

朝
礼

を
実

施
）

2
3

職
員

の
意

識
改

革
◇

 朝
礼

・
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
に

よ
る

接
遇

、
窓

口
サ

ー
ビ

ス
の

　
 向

上
、

情
報

共
有

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
円

滑
化

を
　

 図
る

。

②
職

場
内

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

に
よ

り
接

遇
、

窓
口

サ
ー

ビ
  

 ス
の

向
上

の
た

め
職

員
の

モ
チ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

高
め

  
 た

。

③
新

規
採

用
職

員
研

修
や

職
員

版
パ

ブ
リ

ッ
ク

ワ
ー

ク
　

を
実

施
し

た
。

職
場

内
研

修
の

活
性

化

重
点

項
目

 １
　

人
材

育
成

の
推

進

基
本

方
針

 Ⅱ
　

人
材

の
育

成

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

③
Ｒ

１
年

度
に

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

研
修

、
Ｒ

２
年

度
　

に
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
研

修
を

実
施

し
た

。
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

②
人

事
評

価
結

果
を

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
す

る
こ

と
に

よ
り

　
職

員
の

士
気

の
向

上
を

図
る

と
と

も
に

、
人

事
配

置
及

  
 び

任
用

等
に

活
用

③
再

任
職

員
の

任
用

の
選

考
基

準
の

参
考

資
料

と
し

て
も

  
 活

用
④

人
事

評
価

結
果

を
課

長
級

職
員

の
勤

勉
手

当
に

反
映

①
H

2
8

年
度

よ
り

人
事

評
価

制
度

の
本

格
実

施

重
点

項
目

 ２
　

人
事

評
価

制
度

の
導

入

具
体

的
項

目

2
5

基
本

方
針

 Ⅱ
　

人
材

の
育

成

人
事

評
価

制
度

の
導

入

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

◇
 人

事
評

価
制

度
を

導
入

し
、

目
標

管
理

や
人

材
育

成
に

　
 活

用
す

る
と

と
も

に
、

人
事

評
価

結
果

の
人

事
配

置
・

　
 給

与
等

へ
の

反
映

を
検

討
す

る
。

※
人

事
評

価
制

度
は

、
地

方
公

務
員

法
改

正
に

よ
り

平
成

2
8

年
度

よ
り

実
施

が
義

務
付

け
ら

れ
た

。
　

職
員

が
そ

の
職

務
を

遂
行

す
る

に
あ

た
り

発
揮

し
た

能
力

及
び

挙
げ

た
業

績
を

把
握

し
た

上
で

行
わ

れ
る

人
事

評
価

制
度

を
導

入
し

、
こ

れ
を

任
用

、
給

与
、

分
限

そ
の

他
人

事
管

理
の

基
礎

と
す

る
と

さ
れ

て
い

る
。
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
合

政
策

課

重
点

項
目

 １
　

事
業

評
価

制
度

の
見

直
し

具
体

的
項

目

2
6

◇
 総

合
計

画
及

び
ま

ち
・

ひ
と

・
し

ご
と

創
生

総
合

戦
略

　
 の

施
策

や
事

業
に

つ
い

て
、

目
標

（
指

標
）

を
設

定
し

、
　

 そ
の

成
果

等
を

分
か

り
や

す
く

評
価

・
公

表
す

る
と

と
　

 も
に

、
評

価
結

果
を

施
策

等
の

見
直

し
や

改
善

を
は

じ
　

 め
、

重
点

化
す

べ
き

取
組

み
な

ど
の

検
討

を
行

う
。

基
本

方
針

 Ⅲ
　

事
務

事
業

の
見

直
し

等

　
（

H
2

8
:1

回
、

H
2

9
:2

回
、

H
3

0
:1

回
、

R
1

:1
回

、
R

2
:1

回
）

　
（

H
2

8
:2

回
、

H
2

9
:2

回
、

H
3

0
:1

回
、

R
1

:1
回

、
R

2
:1

回
）

※
H

2
7

.3
に

総
合

計
画

、
H

2
8

.3
に

ま
ち

・
ひ

と
・

し
ご

と
創

生
総

合
戦

略
を

策
定

し
た

が
、

そ
の

政
策

が
機

能
し

、
効

果
を

上
げ

て
い

る
か

評
価

す
る

必
要

が
あ

る
。

　
こ

れ
ま

で
実

施
し

て
き

た
予

算
・

組
織

を
効

率
的

に
使

っ
て

仕
事

を
し

て
い

る
か

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
行

政
評

価
（

い
わ

ゆ
る

業
績

評
価

）
か

ら
、

主
要

な
政

策
の

効
果

を
把

握
・

分
析

し
、

評
価

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
次

の
企

画
立

案
や

実
施

に
役

立
て

る
政

策
評

価
制

度
の

導
入

へ
見

直
し

を
行

う
も

の
。

事
業

評
価

制
度

の
見

直
し

①
新

上
五

島
町

政
策

評
価

実
施

要
綱

の
制

定

②
政

策
評

価
委

員
会

（
内

部
会

議
）

の
実

施

　
（

H
2

8
.1

0
.2

5
）

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

　
政

策
評

価
委

員
会

（
外

部
検

証
会

議
）

の
実

施

　
目

標
、

K
P

Iの
公

表
（

毎
年

度
公

表
）

③
総

合
計

画
の

政
策

、
成

果
目

標
及

び
総

合
戦

略
の

数
値
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

Ｒ
2

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

基
本

方
針

 Ⅲ
　

事
務

事
業

の
見

直
し

等

重
点

項
目

 ２
　

民
間

委
託

の
推

進

※
事

務
事

業
・

業
務

見
直

し
推

進
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
と

は
、

「
業

務
の

外
部

化
の

推
進

」
･
「

業
務

の
効

率
化

」
･
「

事
務

処
理

の
簡

素
化

」
･
「

組
織

の
見

直
し

」
の

手
法

に
よ

っ
て

町
が

行
う

業
務

の
改

善
策

を
検

討
す

る
際

の
基

本
的

な
考

え
方

を
示

し
た

も
の

。

2
7

民
間

委
託

の
推

進

総
務

課
各

関
係

課

◇
 民

間
委

託
の

実
施

効
果

を
把

握
し

、
見

直
し

を
行

う
。

○
新

年
度

の
予

算
編

成
に

あ
た

り
、

民
間

委
託

の
内

容
　

改
善

に
努

め
た

。

◇
 「

事
務

事
業

・
業

務
見

直
し

推
進

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
に

基
　

 づ
く

民
間

委
託

を
推

進
す

る
。

総
務

課
各

関
係

課

①
温

水
プ

ー
ル

に
つ

い
て

は
、

R
3

年
度

は
当

面
直

営
と

し
、

指
定

管
理

者
制

度
の

導
入

を
検

討

②
新

設
施

設
の

民
間

委
託

（
指

定
管

理
を

含
む

）
検

討
　

奈
良

尾
温

泉
温

浴
施

設
は

R
1

年
度

か
ら

指
定

管
理

、
微

細
藻

類
生

産
施

設
は

R
3

年
度

か
ら

普
通

財
産

　
貸

付
契

約

③
有

川
青

少
年

旅
行

村
、

高
井

旅
コ

テ
ー

ジ
・

ロ
グ

ハ
ウ

ス
施

設
に

つ
い

て
、

R
1

年
度

に
島

外
の

民
間

　
企

業
を

指
定

管
理

者
に

選
定

2
8

委
託

内
容

の
見

直
し
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目
標

年
度

担
当

課

H
2

8
財

産
管

理
課

Ｒ
2

学
校

教
育

課

（
Ｒ

1
）

水
産

課

福
祉

課

①
上

五
島

給
食

セ
ン

タ
ー

休
止

（
H

2
8

）

　
稼

働
３

セ
ン

タ
ー

（
新

魚
目

・
有

川
・

奈
良

尾
）

　
非

正
規

職
員

２
名

減

②
有

川
給

食
セ

ン
タ

ー
休

止
（

R
2

.9
）

　
再

任
用

・
非

正
規

職
員

４
名

減

③
新

上
五

島
給

食
セ

ン
タ

ー
建

設
計

画
策

定
協

議

（
H

2
9

）

○
栽

培
漁

業
セ

ン
タ

ー
（

頭
ヶ

島
）

の
廃

止
（

H
2

9
）

　
あ

わ
び

中
間

育
成

施
設

（
冷

水
）

に
集

約

　
技

術
職

員
　

H
2

7
:3

名
→

H
3

0
末

:1
名

重
点

項
目

 ３
　

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

◇
 施

設
管

理
運

営
の

効
率

化
を

進
め

る
。

■
栽

培
漁

業
セ

ン
タ

ー
の

廃
止

2
9

基
本

方
針

 Ⅲ
　

事
務

事
業

の
見

直
し

等

具
体

的
項

目

3
0

◇
 公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

を
策

定
し

、
長

期
的

視
点

　
 に

立
っ

て
総

合
的

か
つ

計
画

的
な

管
理

を
行

う
こ

と
に

　
 よ

り
、

財
政

負
担

の
軽

減
・

平
準

化
と

施
設

の
最

適
な

　
 配

置
を

実
現

す
る

。

○
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

策
定

　
H

2
9

.3

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

※
「

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
」

と
は

、
公

共
施

設
が

今
後

多
量

に
更

新
時

期
を

迎
え

る
た

め
、

長
期

的
な

視
点

に
立

っ
た

老
朽

化
対

策
や

ト
ー

タ
ル

コ
ス

ト
の

縮
減

・
平

準
化

、
施

設
集

約
や

複
合

化
な

ど
の

基
本

的
な

方
針

を
定

め
る

も
の

。

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

■
給

食
セ

ン
タ

ー
統

合

施
設

管
理

運
営

の
効

率
化
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目
標

年
度

担
当

課

重
点

項
目

 ３
　

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

基
本

方
針

 Ⅲ
　

事
務

事
業

の
見

直
し

等

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

（
Ｒ

2
）

②
休

園
後

、
児

童
館

と
し

子
育

て
支

援
室

を
設

置

（
H

2
9

.4
）

①
保

育
所

・
幼

稚
園

の
統

廃
合

に
つ

い
て

、
検

討
委

員
会

　
に

て
検

討
し

た
統

廃
合

計
画

に
則

り
、

番
岳

へ
き

地
保

　
育

所
休

園
（

H
2

9
.3

）
・

廃
園

（
H

3
1

.3
）

■
保

育
所

・
幼

稚
園

の
統

廃
合

③
道

土
井

へ
き

地
保

育
所

、
Ｈ

3
0

年
度

末
休

園

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

給
食

セ
ン

タ
ー

3
,2

7
9

3
,2

7
9

3
,2

7
9

2
3

,1
4

3
－

3
2

,9
8

0

栽
培

漁
業

セ
ン

タ
ー

7
,0

8
6

8
,4

4
9

－
－

－
1

5
,5

3
5

保
育

所
－

1
,1

9
4

1
,1

9
4

1
,1

9
4

1
,1

9
4

4
,7

7
6

計
1

0
,3

6
5

1
2

,9
2

2
4

,4
7

3
2

4
,3

3
7

1
,1

9
4

5
3

,2
9

1

給
食

セ
ン

タ
ー

1
6

,7
9

9
2

3
,7

3
6

2
5

,2
5

2
3

1
,0

1
9

3
5

,0
6

8
1

3
1

,8
7

4

栽
培

漁
業

セ
ン

タ
ー

7
,7

9
0

8
,4

4
9

－
－

－
1

6
,2

3
9

保
育

所
－

1
,8

4
6

0
1

,7
8

8
1

,7
5

8
5

,3
9

2

計
2

4
,5

8
9

3
4

,0
3

1
2

5
,2

5
2

3
2

,8
0

7
3

6
,8

2
6

1
5

3
,5

0
5

※
給

食
セ

ン
タ

ー
効

果
額

は
H

2
6

給
食

セ
ン

タ
ー

費
の

経
常

費
用

1
6

3
,4

5
6

千
円

と
の

比
較

実
績

歳
出

効
果

額

（
単

位
：

千
円

）

計
画

歳
出

効
果

額
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

Ｒ
2

総
務

課
各

関
係

課

3
2

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

①
各

課
に

事
務

改
善

を
念

頭
に

置
い

て
業

務
遂

行
す

る
よ

う
周

知
を

図
っ

た
。

3
1

事
務

改
善

の
推

進

基
本

方
針

 Ⅲ
　

事
務

事
業

の
見

直
し

等

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

重
点

項
目

 ４
　

事
務

改
善

具
体

的
項

目

③
新

規
採

用
職

員
研

修
に

お
い

て
行

財
政

改
革

や
事

務
改

善
に

つ
い

て
説

明
し

た
。

④
R

2
年

度
に

行
政

手
続

に
お

け
る

住
民

負
担

の
軽

減
や

利
便

性
向

上
の

た
め

、
押

印
を

必
要

と
す

る
手

続
を

　
見

直
し

た
。

○
各

所
属

に
お

け
る

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

作
成

状
況

を
把

握
し

、
事

務
引

継
書

の
徹

底
を

図
っ

た
。

〇
事

務
引

継
書

の
作

成
に

あ
た

り
、

定
例

的
な

業
務

に
つ

い
て

は
事

務
手

順
を

整
理

す
る

よ
う

徹
底

を
　

図
っ

た
。

◇
 職

員
の

事
務

改
善

意
識

を
高

め
、

改
善

活
動

を
活

性
化

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

事
務

の
効

率
化

等
を

進
め

る
。

◇
 各

課
業

務
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
整

備
を

進
め

、
業

務
ノ

ウ
ハ

ウ
の

共
有

と
標

準
化

を
図

る
。

②
H

3
0

、
R

1
に

事
務

改
善

提
案

を
募

集
し

各
年

度
２

件
の

提
案

あ
り

。
R

1
年

度
提

案
の

企
業

版
ふ

る
さ

と
　

納
税

に
つ

い
て

R
2

年
度

か
ら

実
施

。
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

〇
総

合
窓

口
課

と
環

境
課

を
統

合
し

、
住

民
生

活
課

を
設

置
（

H
3

1
.4

）

○
観

光
商

工
課

を
本

庁
へ

集
約

、
有

川
支

所
移

転
（

Ｈ
3

0
.7

）

組
織

機
構

の
見

直
し

○
水

道
事

業
公

営
企

業
法

適
用

へ
移

行
（

H
2

9
.4

）

○
観

光
物

産
振

興
班

を
廃

止
し

、
管

理
班

を
設

置
（

H
2

9
.4

）

◇
 職

員
数

の
減

少
に

対
応

し
た

組
織

の
見

直
し

、
総

合
計

画
及

び
ま

ち
・

ひ
と

・
し

ご
と

創
生

総
合

戦
略

の
　

目
標

達
成

の
た

め
の

職
員

配
置

を
行

う
。

○
福

祉
課

内
に

子
育

て
セ

ン
タ

ー
設

置
（

H
3

1
.4

）

○
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
経

済
対

策
の

た
め

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
を

設
置

（
R

2
.4

）

○
Ｉ

Ｃ
Ｔ

推
進

の
た

め
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

を
設

置
（

R
2

.7
）

○
福

祉
長

寿
課

介
護

保
険

事
業

部
門

と
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

業
務

を
健

康
保

険
課

に
再

編
　

（
H

3
1

.4
）

○
福

祉
長

寿
課

福
祉

総
務

班
と

こ
ど

も
課

の
業

務
を

統
合

し
、

福
祉

課
を

設
置

（
H

3
1

.4
）

基
本

方
針

 Ⅳ
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
管

理
の

適
正

化
等

重
点

項
目

 １
　

組
織

機
構

の
見

直
し

具
体

的
項

目

3
3

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

Ｒ
2

総
務

課

※
R

2
年

度
か

ら
嘱

託
職

員
及

び
長

期
臨

時
職

員
は

会
計

年
度

任
用

職
員

へ
移

行

3
5

多
様

な
人

材
の

活
用

と
適

正
配

置

◇
 効

率
的

な
組

織
運

営
を

行
う

た
め

、
短

時
間

再
任

用
職

員
、

必
要

に
応

じ
嘱

託
職

員
及

び
臨

時
職

員
　

な
ど

多
様

な
人

材
を

活
用

す
る

。

○
予

算
査

定
及

び
人

事
配

置
に

お
い

て
、

各
所

属
へ

嘱
託

職
員

等
を

配
置

し
た

。

H
2

8
～

R
3

.4
.1

新
規

採
用

者
数

　
7

6
人

基
本

方
針

 Ⅳ
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
管

理
の

適
正

化
等

重
点

項
目

 ２
　

定
員

管
理

の
適

正
化

具
体

的
項

目

3
4

定
員

管
理

の
適

正
化

に
よ

る
職

員
数

削
減

※
Ｒ

3
.4

の
職

員
数

目
標

あ
り

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

H
2

7
～

R
2

年
度

退
職

者
数

 1
2

9
人

（
う

ち
募

集
退

職
2

2
人

）

◇
 第

３
次

定
員

適
正

化
計

画
(H

2
8

.3
策

定
)に

基
づ

き
、

計
画

的
に

職
員

数
を

削
減

し
、

人
件

費
を

　
抑

制
す

る
。

H
2

7
H

2
8

H
2

9
H

3
0

Ｒ
1

Ｒ
2

Ｒ
3

職
員

数
(4

/
1

現
在

)
4

0
8

4
0

0
3

9
5

3
8

4
3

7
7

3
6

5
3

5
4

　
前

年
度

定
年

退
職

2
2

9
1

6
1

7
2

0
1

7

　
新

規
採

用
1

4
4

5
1

0
8

6

　
前

年
比

増
減

△
 8

△
 5

△
 1

1
△

 7
△

 1
2

△
 1

1

職
員

数
(4

/
1

現
在

)
4

0
8

3
9

5
3

9
1

3
8

5
3

7
3

3
6

8
3

5
5

　
前

年
度

退
職

3
0

1
7

1
3

2
4

2
3

2
2

　
　

う
ち

募
集

退
職

5
6

3
2

4
2

　
新

規
採

用
1

7
1

3
7

1
2

1
8

9

　
前

年
比

増
減

△
 1

3
△

 4
△

 6
△

 1
2

△
 5

△
 1

3

第
３

次
定

員
適

正
化

計
画

計 画 実 績

（
単

位
：

人
）

4
/
1

現
在

職
員

数
H

2
8

H
2

9
H

3
0

Ｒ
1

Ｒ
2

短
時

間
再

任
用

職
員

8
9

8
9

1
6

嘱
託

職
員

8
3

8
2

8
4

7
5

1
0

5

長
期

臨
時

職
員

1
7

6
6

6
0

計
1

0
8

9
7

9
8

9
0

1
2

1

（
単

位
：

人
）
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

《
毎

年
度

》

○
国

の
人

事
院

勧
告

、
県

、
近

隣
自

治
体

の
情

報
を

収
　

集
し

、
給

与
水

準
の

見
直

し
を

行
っ

た
。

※
人

事
院

勧
告

と
は

、
民

間
企

業
の

賃
金

水
準

の
調

査
等

を
行

い
、

そ
の

調
査

結
果

に
よ

り
、

国
家

公
務

員
の

給
与

、
諸

労
働

条
件

等
の

変
更

に
つ

い
て

差
を

埋
め

る
よ

う
国

会
お

よ
び

内
閣

に
対

し
て

人
事

院
が

行
う

も
の

。

　
Ｈ

2
8

　
給

料
、

勤
勉

手
当

見
直

し

　
Ｈ

2
9

　
給

料
、

勤
勉

手
当

見
直

し

　
Ｈ

3
0

　
給

料
、

勤
勉

手
当

、
宿

日
直

手
当

見
直

し

　
Ｒ

1
　

  
給

料
、

勤
勉

手
当

、
住

居
手

当
見

直
し

　
Ｒ

2
　

  
期

末
手

当
見

直
し

重
点

項
目

 ３
　

給
与

の
適

正
化

基
本

方
針

 Ⅳ
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
管

理
の

適
正

化
等

具
体

的
項

目

3
6

人
事

院
勧

告
に

基
づ

く
給

与
水

準
の

見
直

し

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

◇
 国

に
お

け
る

給
与

構
造

改
革

に
準

じ
て

給
与

水
準

を
見

直
す

。
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
務

課

具
体

的
項

目

3
7

業
務

効
率

化
に

よ
る

時
間

外
勤

務
の

削
減

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

◇
 所

属
長

が
率

先
し

て
業

務
効

率
化

を
進

め
る

こ
と

に
よ

り
時

間
外

勤
務

を
削

減
す

る
。

　
・

時
間

外
勤

務
の

「
事

前
命

令
」

の
徹

底

　
・

年
間

時
間

外
勤

務
予

定
の

把
握

と
進

捗
管

理

　
・

業
務

繁
忙

期
を

見
込

ん
だ

、
事

務
平

準
化

の
工

夫

○
課

長
会

議
に

お
い

て
、

時
間

外
縮

減
の

取
組

を
周

知

　
・

国
の

補
正

予
算

等
に

伴
う

臨
時

的
業

務
や

新
型

コ
ロ

ナ
対

応
業

務
に

よ
り

時
間

外
勤

務
が

増
加

基
本

方
針

 Ⅳ
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
管

理
の

適
正

化
等

重
点

項
目

 ４
　

時
間

外
勤

務
手

当
の

削
減

（
単

位
：

人
、

時
間

、
千

円
）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
合

計

職
員

数
2

9
6

2
9

2
2

8
5

2
7

6
2

7
3

－

時
間

数
1

0
,7

3
1

1
0

,7
0

2
9

,5
7

8
1

2
,6

2
9

9
,8

8
7

－

支
給

額
2

3
,6

5
4

2
2

,5
0

4
2

1
,1

2
8

2
8

,3
9

4
2

1
,6

5
9

－

平
均

支
給

額
7

9
7

7
7

4
1

0
3

7
9

－

職
員

数
2

3
7

2
3

3
2

2
6

2
2

0
2

1
7

－

時
間

数
6

,1
2

8
6

,7
5

6
6

,0
7

5
7

,8
8

6
6

,6
1

5
－

支
給

額
1

5
,1

9
1

1
5

,8
2

2
1

4
,6

7
5

1
8

,8
8

9
1

5
,1

4
4

－

平
均

支
給

額
6

4
6

8
6

5
8

6
7

0
－

効
果

額
△

 5
,8

1
0

△
 6

,4
4

1
△

 5
,2

9
4

△
 9

,5
0

8
△

 5
,7

6
3

△
 3

2
,8

1
6

4
6

9
4

6
9

4
6

9
4

6
9

4
6

9
2

,3
4

5

※
計

画
効

果
額

＝
H

2
6

支
給

額
（

9
,3

8
1

千
円

）
×

5
%

＝
4

6
9

千
円

の
削

減

※
職

員
数

に
管

理
職

等
は

含
ま

な
い

計
画

効
果

額

選
挙

・
消

防
災

害
・

コ
ロ

ナ
対

応
を

除
く

実
績

時
間

外
勤

務
手

当

実
　

　
績
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
合

政
策

課

Ｒ
2

総
務

課
各

関
係

課

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果

重
点

項
目

 １
　

町
民

参
画

の
推

進

具
体

的
項

目

基
本

方
針

 Ⅴ
　

町
民

と
の

協
働

に
向

け
た

環
境

づ
く

り

◇
 町

民
の

意
見

を
各

種
計

画
策

定
に

活
か

す
た

め
パ

ブ
リ

ッ
　

 ク
コ

メ
ン

ト
（

意
見

公
募

手
続

き
）

を
実

施
す

る
。

3
8

3
9

各
種

審
議

会
等

へ
の

公
募

委
員

の
募

集

○
附

属
機

関
等

の
設

置
及

び
運

営
に

関
す

る
指

針
に

基
　

づ
い

た
公

募
委

員
の

導
入

促
進

の
周

知
を

行
っ

た
。

◇
 各

種
審

議
会

等
に

お
け

る
公

募
委

員
の

募
集

を
行

う
。

パ
ブ

リ
ッ

ク
コ

メ
ン

ト
の

実
施

②
前

年
度

パ
ブ

リ
ッ

ク
コ

メ
ン

ト
実

績
を

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

  
 等

で
公

表
し

、
住

民
へ

周
知

（
毎

年
6

月
）

※
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

と
は

、
行

政
が

基
本

的
な

政
策

等
を

策
定

す
る

時
に

、
そ

の
趣

旨
や

内
容

等
を

広
く

公
表

し
、

住
民

か
ら

寄
せ

ら
れ

た
意

見
等

を
考

慮
し

て
、

政
策

等
を

決
定

す
る

と
と

も
に

、
意

見
等

に
対

す
る

行
政

の
考

え
方

を
公

表
す

る
一

連
の

手
続

き
の

こ
と

。

①
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

実
施

要
綱

の
徹

底
を

図
る

た
　

め
、

各
課

の
実

績
を

把
握

（
毎

年
4

月
）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2

4
2

4
4

4

2
0

0
0

1

4
8

0
0

0
4

意
見

総
数

（
単

位
：

件
）

実
施

件
数

意
見

あ
り

計
画

数 目
標

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2

委
員

総
数

－
1

,1
5

2
1

,1
7

9
1

,2
5

6
1

,1
4

8
1

,0
9

1

公
募

委
員

数
－

1
2

9
1

3
0

1
2

0
1

2
3

1
0

5

公
募

委
員

率
1

0
.0

%
1

1
.2

%
1

1
.0

%
9

.6
%

1
0

.7
%

9
.6

%

（
単

位
：

人
、

％
）
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目
標

年
度

担
当

課
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

重
点

項
目

 １
　

町
民

参
画

の
推

進

具
体

的
項

目

基
本

方
針

 Ⅴ
　

町
民

と
の

協
働

に
向

け
た

環
境

づ
く

り

Ｒ
2

建
設

課

《
毎

年
度

》

○
各

地
区

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
の

申
し

出
に

基
づ

き
、

　
活

動
人

数
に

応
じ

た
飲

料
費

・
燃

料
費

・
原

材
料

  
（

軍
手

等
）

を
支

給
。

自
発

的
な

清
掃

・
美

化
活

動
を

  
 支

援
し

た
。

※
ア

ダ
プ

ト
（

A
D

O
P

T
）

と
は

、
養

子
に

す
る

こ
と

。
道

路
や

河
川

な
ど

一
定

区
画

が
、

住
民

や
企

業
に

よ
っ

て
、

愛
情

と
責

任
を

持
っ

て
清

掃
美

化
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
「

ア
ダ

プ
ト

（
養

子
に

す
る

）
」

に
例

え
ら

れ
、

「
ア

ダ
プ

ト
・

プ
ロ

グ
ラ

ム
」

と
呼

ば
れ

て
い

る
。

4
0

ア
ダ

プ
ト

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
推

進
◇

 清
掃

・
美

化
活

動
に

取
り

組
む

意
思

が
あ

る
概

ね
５

人
以

  
  

上
で

構
成

さ
れ

る
団

体
を

登
録

し
、

道
路

、
河

川
、

漁
港

  
  

、
公

園
に

お
け

る
清

掃
・

美
化

の
推

進
を

図
る

。

（
単

位
：

団
体

、
千

円
）

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2
計

登
録

団
体

数
9

5
9

7
9

9
1

0
1

1
0

3
－

歳
出

効
果

額
5

4
1

0
8

1
6

2
2

1
6

2
7

0
8

1
0

登
録

団
体

数
9

5
9

4
9

6
9

9
1

0
2

－

歳
出

効
果

額
7

4
3

8
1

1
0

2
7

2
3

7
1

8
6

5

※
計

画
は

毎
年

度
２

団
体

登
録

増

実
績

計
画
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目
標

年
度

担
当

課

Ｒ
2

総
合

政
策

課

①
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
等

に
必

要
な

情
報

提
供

　
助

成
制

度
の

案
内

(毎
年

各
１

回
～

2
回

)

Ｒ
2

総
合

政
策

課

②
ま

ち
づ

く
り

推
進

団
体

登
録

制
度

の
周

知
と

、
地

域
活

動
支

援
補

助
金

活
用

の
推

進
（

H
2

8
:5

団
体

、
H

2
9

:5
団

体
、

H
3

0
:4

団
体

、
R

1
:6

団
体

、
R

2
:3

団
体

）

　
講

座
、

懇
話

会
の

案
内

（
H

2
8

:2
回

、
H

2
9

:2
回

、
H

3
0

:4
回

、
R

1
:3

回
、

R
2

:3
回

）

◇
 住

民
と

行
政

及
び

住
民

相
互

に
よ

る
「

協
働

の
ま

ち
づ

　
 く

り
」

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

地
域

の
活

動
等

を
支

　
 援

す
る

。

基
本

方
針

 Ⅴ
　

町
民

と
の

協
働

に
向

け
た

環
境

づ
く

り

重
点

項
目

 ２
　

町
民

活
動

の
支

援

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

　

4
2

◇
 地

域
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

活
動

や
N

P
O

法
人

・
ボ

ラ
ン

テ
　

 ィ
ア

団
体

・
地

域
づ

く
り

団
体

の
活

動
を

支
援

す
る

。
地

域
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

活
動

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
等

の
支

援

協
働

の
ま

ち
づ

く
り

の
推

進

4
1

○
駐

在
員

会
議

等
に

お
い

て
、

地
域

活
動

支
援

事
業

補
助

  
 金

の
制

度
に

つ
い

て
説

明
し

周
知

を
図

っ
た

。

○
ま

ち
づ

く
り

出
前

講
座

メ
ニ

ュ
ー

を
更

新
し

、
周

知
　

し
た

。

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2

目
標

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

実
績

1
5

1
6

1
7

1
7

1
8

（
単

位
：

団
体

）

ま
ち

づ
く

り
推

進
団

体
数
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目
標

年
度

担
当

課

基
本

方
針

 Ⅴ
　

町
民

と
の

協
働

に
向

け
た

環
境

づ
く

り

重
点

項
目

 ２
　

町
民

活
動

の
支

援

具
体

的
項

目
こ

れ
ま

で
の

具
体

的
取

り
組

み
の

内
容

及
び

効
果

☆
４

2

H
2

8
H

2
9

H
3

0
Ｒ

1
Ｒ

2

目
標

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0

実
績

2
1

2
7

2
6

1
9

3
6

目
標

3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

実
績

2
2

1
7

1
8

1
3

6

　
　

　
　

　
　

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ
自

治
活

動
 2

2
件

　
　

　
　

　
　

（
協

議
会

・
ま

ち
づ

く
り

団
体

除
く

）

※
H

2
7

実
績

：
出

前
講

座
3

4
件

（
消

防
本

部
を

除
く

）

出
前

講
座

実
施

件
数

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ
自

治
活

動
件

数

（
単

位
：

件
）
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目
標

年
度

担
当

課

H
2

9
総

務
課

各
関

係
課

基
本

方
針

 Ⅴ
　

町
民

と
の

協
働

に
向

け
た

環
境

づ
く

り

重
点

項
目

 ３
　

公
正

の
確

保
と

透
明

性
の

向
上

具
体

的
項

目

◇
 審

議
会

等
、

情
報

公
開

用
専

用
ペ

ー
ジ

を
作

成
し

、
行

政
　

 情
報

を
積

極
的

に
公

開
す

る
。

4
3

情
報

公
開

の
推

進

①
公

開
用

専
用

ペ
ー

ジ
の

作
成

に
つ

い
て

は
サ

イ
ト

の
大

　
き

な
変

更
が

必
要

と
な

り
、

現
行

サ
イ

ト
で

は
非

常
に

  
 見

え
に

く
な

る
こ

と
か

ら
、

現
行

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

新
上

  
 五

島
町

か
ら

の
お

知
ら

せ
欄

等
を

活
用

し
、

審
議

会
の

  
 結

果
等

を
積

極
的

な
情

報
公

開
に

努
め

た
。

②
世

界
文

化
遺

産
登

録
を

契
機

と
し

て
、

交
流

人
口

の
拡

　
大

を
図

っ
て

い
く

中
で

、
島

外
者

に
も

閲
覧

し
や

す
い

　
よ

う
町

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
改

良
を

行
っ

た
。

③
デ

ー
タ

放
送

自
治

体
情

報
配

信
シ

ス
テ

ム
利

用
に

よ
る

　
情

報
提

供
機

会
を

拡
充

し
た

。

こ
れ

ま
で

の
具

体
的

取
り

組
み

の
内

容
及

び
効

果
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